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Abstract 

Climate change is having substantial impacts on global agricultural production, heightening expectations 

that international trade can help stabilize food supply and demand. However, the effects of climate change 

on trade flows are not uniform and vary considerably across crop physiology and climate zones. This thesis 

empirically investigates how climate change influences the structure of agricultural trade using bilateral trade 

data from 1988 to 2023. Focusing on 61 items across vegetables, fruits, and cereals, I estimate a structural 

gravity model with fixed effects using the Poisson Pseudo-Maximum Likelihood (PPML) estimator. Climate 

variables—temperature and precipitation—are centered, and both linear and quadratic terms are included to 

capture nonlinear effects; interaction terms with climate zones are also included to explicitly examine 

heterogeneity across climate zones. The estimation results suggest that climate change induces shifts in 

comparative advantage in agricultural trade. In dry and cold zones, some items tend to exhibit relatively 

more favorable export responses. In dry zones, increases in thermal resources are associated with expansion 

in vegetable and fruit exports, although these effects may be more sensitive to water constraints. In cold 

zones, warming is broadly consistent with an expansion of suitable production areas for major cereals and 

some vegetables and fruits, implying a northward shift of cultivation frontiers in several cases. By contrast, 

tropical and polar zones may face greater vulnerability, where heat stress and excessive moisture can be 

associated with declining exports. In particular, across multiple products in polar zones, negative responses 

are observed, suggesting that optimistic expectations of universal improvements from rising temperatures at 

high latitudes may be constrained by mismatches between physiological requirements and environmental 

conditions. Sensitivity also differs by the category: vegetables are more strongly associated with temperature 

conditions, fruits with water resources, and cereals with spatial shifts in suitable production areas. Overall, 

the findings highlight an important asymmetry: while water constraints can be partially alleviated through 

technologies such as irrigation, heat constraints may be more difficult to overcome. Therefore, from the 

perspective of strengthening food security under climate change, it is important to pursue an integrated policy 

approach that combines measures to address water resource constraints in dry zones, technology transfer and 

support for vulnerability in tropical and high-latitude zones, risk diversification through the diversification 

of production regions and products, and the development of trade facilitation rules for times of crisis. 

 

  



 

 

要旨 

気候変動は世界の農業生産に大きな影響を及ぼしており、食料需給の安定化に向けて国際貿易

が果たす役割への期待も高まっている。他方で、気候変動が貿易フローに与える影響は一様で

はなく、作物の生理特性や気候帯によって大きく異なりうる。本論文は、1988～2023 年の二国

間貿易データを用い、気候変動が農作物貿易構造にどのように影響しているかを実証的に分析

する。具体的には、野菜・果物・穀物の 61 品目を対象に、固定効果を組み込んだ構造グラビテ

ィモデルを、ポアソン疑似最尤推定法（PPML）により推計する。気温および降水量の気象変数

を中心化した上で一次項・二次項を導入し、非線形な影響を捉えるとともに、気候帯との交差

項を導入することで、気候帯間の異質性を捉える。分析結果は、気候変動が農作物貿易に関し

て比較優位の変化をもたらしていることを示唆している。乾燥帯および亜寒帯では、一部の品

目で相対的に輸出が増加しやすい傾向がみられる。乾燥帯では、熱資源の増加が野菜や果物の

輸出拡大と関連する一方で、その効果は水制約の影響を受けやすい。亜寒帯では、温暖化が主

要穀物や一部の野菜および果物の適地拡大と概ね整合的であり、複数のケースで栽培フロンテ

ィアの北上が示唆される。これに対し、熱帯および寒帯では脆弱性が相対的に高い可能性があ

り、熱ストレスや過湿が輸出減少と結びつく場合がある。とくに寒帯では、複数の品目におい

て負の反応が観察されており、高緯度地域における気温上昇による好転という見通しは、生

理・環境条件の不整合によって制約され得ることが示唆される。品目カテゴリー別には、野菜

は主に気温条件、果物は水資源、穀物は適地の空間的移動への感応度が相対的に大きい。総じ

て、水制約は灌漑などの技術によって一定程度緩和し得る一方、熱制約は克服が難しい可能性

がある。したがって政策的には、気候変動下の食料安全保障を支える観点から、乾燥帯の水資

源制約への対応、熱帯および高緯度地域における技術移転と脆弱性への対応、産地および品目

の多様化によるリスク分散、危機時の貿易円滑化ルール整備を統合的に進めることが重要であ

る。 

 

 

 

 

 

  



 

 

序文 

私たちが日々口にする食料の多くは、国境を越え、長い旅を経て食卓に届く。しかし今、そ

の安定供給の基盤である地球環境は、かつてないスピードで変化している。「気候変動」とい

う言葉が日常化する中、干ばつや熱波のニュースに接するたび、私は「食料はこの先も安定し

て供給されるのだろうか」という素朴な、しかし切実な問いを抱かずにはいられなかった。農

業生産への気候変動影響に関する研究は数多く蓄積されているが、それが「貿易」というネッ

トワークを通じて世界全体にどのように波及するのか、その構造的な変化については未だ解明

されていない点が多い。生産地で起きた気象ショックは、貿易を通じて緩和されるのか、それ

とも増幅されるのか。本研究は、こうした関心を出発点としている。 

30 年以上にわたる膨大な貿易データと気象データに向き合い、数百万件に及ぶ観測値を処理

する過程は、決して平坦なものではなかった。しかし、膨大な推定結果の中から、作物が持つ

生理的な特性や、環境変化に適応しようとする経済活動の痕跡が、地域や品目ごとの明暗とし

て鮮明に浮かび上がってきた瞬間の興奮は、何物にも代えがたいものであった。本論文が、複

雑化する気候変動と食料貿易の関係を理解するための一助となり、持続可能な食料システムの

構築に向けた議論にわずかばかりでも貢献できれば幸いである。 
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第 1 章 はじめに 

本章では、本研究の出発点となる問題意識と背景について述べる。気候変動が世界の食料供

給システムに及ぼすリスクと、その緩衝材として期待される国際貿易の現状を概観した上で、

なぜ今、品目別かつ気候帯別の詳細な実証分析が必要なのか、その学術的・実務的な意義を提

示する。ここで提起する問いは、以下の章で構築する理論および実証モデルの核心となる。 

 

1.1 研究の背景 

現代社会において、私たちの食卓は世界中に張り巡らされた貿易ネットワークによって支え

られている。バナナはフィリピンやエクアドルから、小麦は北米やオーストラリアから日本へ

と届き、日々の食生活を支えている。農作物は、工業製品とは異なり、各地域の気候風土に強

く依存して生産される財である。それぞれの産地は、長い時間をかけてその土地の気温や降水

量に適応した生産体系を確立してきた。 

しかし、近年、地球規模での気候変動が進行し、従来の生産体系の維持を困難にしつつあ

る。気候変動に関する政府間パネル（IPCC, 2021）が警告するように、地球温暖化に伴う平均

気温の上昇や、熱波・干ばつといった異常気象の頻発は常態化している。農業は自然環境に最

も依存する産業であり、気温や降水量の変化は作物の生理的な生育プロセスに直接作用し、収

量や品質に多大な影響を与える。例えば、高緯度の寒冷地においては、適度な気温上昇が生育

期間の延長や栽培限界の北上をもたらし、新たな品目の生産拡大に寄与する可能性がある。対

照的に、既に高温環境にある熱帯地域においては、更なる気温上昇が高温障害や蒸発散量の増

加による水不足を引き起こし、生産能力を著しく低下させるリスクがある。こうした気候変動

による生産性への非対称なショックは、一国内の食料供給にとどまらず、国境を越えて国際貿

易の構造にも波及すると考えられる。 

さらに、こうした気候リスクの経済的な重要性は、農作物貿易の継続的な拡大とともに増し

ている。図 1-1 に示す通り、本研究の分析対象である主要 61 品目の世界全体の輸出額は、1988

年から 2023 年にかけて一貫して増加傾向にある。この貿易規模の拡大は、各国の食料供給シス

テムが国内生産だけでなく、国際的な供給ネットワークへの依存を深めていることを示唆して

いる。貿易額が増大している現代において、気候変動が供給能力に与えるわずかなショックで

あっても、経済的な損失や市場へのインパクトは過去に比べて甚大なものとなりうる。 

したがって、気候変動が不可逆的に進行する中で、国際的な農作物貿易がどのように変容し

ていくのかを明らかにすることは、将来の食料安全保障を確保する上で避けて通れない課題で

ある。 
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図 1-1 世界全体の農作物輸出額の推移（1988 年–2023 年） 

出典：UN Comtrade (United Nations, n.d.) より筆者作成 

注：分析対象とした主要 61 品目の輸出額合計。単位は 10 億米ドル（名目値）。 

 

1.2 問題の所在と先行研究 

気候変動が経済社会に与える影響については、これまで多くの研究が蓄積されてきた。

Dellink et al. (2017) は、気候変動が農業や労働生産性などの生産要素に影響を与え、それ

が国や地域の比較優位を変化させることで、長期的に国際貿易構造の再編をもたらすことを指

摘している。また、Dell et al. (2012) は、特に低所得国において、平均気温が最適水準から

乖離することが経済成長に対して統計的に有意な負の影響を与えることを実証した。これらの

マクロレベルの研究は、気候変動が経済活動全般に与える影響を理解する上で重要な基礎を提

供している。 

一方で、気温の変化が具体的な貿易構造に及ぼす影響を定量的に検証した実証研究は、依然

として限定的である。近年の研究例として、Schenker and Osberghaus (2025) は、月平均気温

が 30度を超えると輸出額が約 3％減少することを示した。また、Karlsson (2021) は米国の州

レベルの月次貿易データを用い、極端な気温が輸出に与える影響を産業別に分析している。同

研究は、製造業などを含む輸出全体に対して高温・低温の双方が悪影響を及ぼすことを報告す

る一方で、農業セクターに関しては、低温が輸出を有意に減少させるものの、高温の影響は統

計的に有意ではないという結果を示している。この結果からは、高度な灌漑施設や技術を持つ

米国において、短期的な高温ショックへの適応がある程度機能している可能性が推察される。

しかし、この結果が気候条件や経済発展段階の異なる世界各国の農業にも当てはまるとは限ら

ない。特に、既に限界的な高温環境にある熱帯地域の農業や、灌漑インフラが不十分な地域に

おいては、高温ストレスが貿易に与える影響はより深刻であると予想される。したがって、米

国一国にとどまらず、多様な気候帯を持つ世界全体のデータを分析し、農作物貿易特有の気候

感応度や、温暖化がもたらす中長期的な構造変化を包括的に検証する必要がある。 
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すなわち、既存の研究には、世界規模での農作物貿易に焦点を当て、気候変動が品目や気候

帯ごとにどのような異質な影響を与えているのかを包括的に検証したものは存在しない。本研

究は、この学術的な空白を埋めるものである。 

 

1.3 本研究の目的と意義 

本研究の目的は、1988 年から 2023 年にわたる世界の農作物貿易データを対象に、「気候変

動による気温および降水量の変化は、国際的な農作物貿易構造にどのような影響を与えるの

か」という問いを実証的に明らかにすることである。具体的には、野菜、果物、穀物から成る

主要 61 品目の二国間貿易データを構築し、ゼロ貿易と不均一分散を考慮したポアソン疑似最尤

推定法（Poisson Pseudo Maximum Likelihood: PPML）を用いた構造重力モデル（Structural 

Gravity Model）によって分析を行う。その際、各国の気候条件（熱帯、乾燥帯、温帯、亜寒

帯、寒帯）および品目特性による影響の異質性を識別するため、気象変数（気温、降水量）と

各気候帯の交差項を導入した推計モデルを構築する。これにより、地域や品目によって異なる

気候感応度を定量的に検証し、気候変動が貿易に与える非線形な影響を解明することを目指し

ている。 

本研究の意義は、気候変動が国際農作物貿易に与える影響について、品目および気候帯ごと

の詳細な異質性を実証的に解明し、比較優位の変化による貿易構造の「地理的再編」を浮き彫

りにした点にある。その貢献は、主に以下の 3点に集約される。 

第一に、既存研究に残されていた地理的・品目的な包括性の欠如を補完し、ミクロレベルで

の影響を世界規模で検証した点である。気候変動と経済活動に関する先行研究は、GDP などのマ

クロ指標を用いた分析や、特定の国・地域を対象としたケーススタディが主流であった。しか

し、農業は現地の気候条件に極めて強く依存する産業であり、特定国の分析結果を世界全体に

一般化することは困難である。また、工業製品とは異なり、農作物は品目によって生育適温や

水分要求量が大きく異なるため、品目を集計したマクロデータでは個別の気候感応度が相殺さ

れ、真のリスクが見過ごされる恐れがあった。本研究は、世界規模のパネルデータを構築し、

61 品目という高い解像度で分析を行うことで、既存研究では看過されてきた「気候変動影響の

地域差と品目差」を明らかにした。これにより、世界全体の農作物貿易構造が直面しているリ

スクの全貌を、より精緻に捉えることが可能となった。 

第二に、気候帯ごとの非線形な反応を定量的に明らかにした点である。本研究では、気温お

よび降水量データの中心化と気候帯区分を組み合わせた新たな分析フレームワークを採用し

た。これにより、単に「気温上昇が貿易を増やすか減らすか」という二元論ではなく、「現在

の気候帯（ベースライン）によって、気温上昇の限界効果が反転する」という非線形なメカニ

ズムを解明した。具体的には、乾燥帯における灌漑を前提とした生産拡大や、亜寒帯への穀物

適地のシフトといった気温上昇による輸出への正の影響を確認する一方で、熱帯における高温
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障害や、寒帯における生理的ミスマッチ（北上の限界）といった「非対称なショック」の存在

を明らかにした。特に、「水」の制約は技術で緩和可能だが、「熱」の制約は克服困難である

という非対称性を示したことは、気候変動の経済影響評価において重要な定性的知見となるも

のである。 

第三に、将来の食料安全保障および気候変動適応策に対して、具体的な政策的示唆を提供で

きる点である。Gouel and Laborde (2018) は、気候変動への対応として温室効果ガスの排出削

減が不可欠である一方で、すでに排出されたガスによる温暖化の進行に対しては「適応

（Adaptation）」が重要であり、国際貿易がその調整機能を果たすと指摘している。彼らの試

算によれば、貿易による調整が働かない場合、気候変動に対して脆弱な農業部門の厚生損失は

劇的に増大する可能性がある。しかし、貿易ネットワーク自体もまた気候変動の影響を受けて

変容する。本研究の結果は、将来的に供給が不安定化するリスクが高い地域と、新たな供給源

となりうる地域を特定するための基礎資料となる。特に日本のように食料自給率が低く、多く

を海外に依存している国にとって、気候変動による世界的な貿易構造の変化は、将来的な供給

リスクや価格変動リスクに直結する死活問題である。どの地域の、どの品目が減少リスクに晒

され、あるいはどの地域が新たな調達先として有望なのかを把握することは急務である。本研

究が提示する定量的エビデンスは、輸入先の多角化や、気候リスクを織り込んだ長期的な調達

戦略を策定する上で、極めて有用な判断材料となりうる。 

 

1.4 本論文の構成 

本論文の構成は以下の通りである。続く第 2章「理論的枠組み」では、貿易分析の標準的な

手法である重力モデルの理論的基礎を概観し、気候変動が貿易パターンにどのような影響を与

えるか、そのメカニズムと先行研究の到達点を整理する。第 3章「データ」では、分析対象と

なる 61 品目の選定根拠、1988 年から 2023 年にわたる二国間貿易データ、および気象データ

（気温・降水量）と地理的変数の構築手順について詳述し、記述統計を通じてデータの特性を

確認する。第 4章「推定モデル」では、貿易データ特有のゼロ値問題に対処するためのポアソ

ン疑似最尤推定法（PPML）の採用根拠、気候帯ごとの異質性を捉えるための変数の中心化処

理、および具体的な推定式の仕様について述べる。第 5章「結果と考察」では、全体およびカ

テゴリー別、品目別の推計結果を提示する。ここでは、気候変動がもたらす影響の非線形性 

（U 字 / 逆 U字）に着目し、気候変動下の農作物輸出においてどの気候帯や品目が「勝者」と

なり、どこが「敗者」となっているのか、その構造的な実態を農学的な知見を交えて考察す

る。なお本論文における「勝者」「敗者」とは、規範的な評価を意味するものではなく、推計

結果において気象変数の変化が輸出額に与える限界効果が相対的に正（増加方向）または負

（減少方向）として推定される傾向を便宜的に表現したものである。したがって、これらは気

候帯や前提条件、品目の生理特性、生産・流通条件によって変化し得る相対的な比較優位の変
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化を示すにとどまり、固定的な分類ではない点に留意する。最後に第 6章「結論」において、

本研究で明らかになった農作物貿易の地理的再編と品目ごとの感応度の違いについて総括し、

食料安全保障に向けた政策的含意および今後の研究課題を提示する。 
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第 2 章 理論的枠組み 

本章では、実証分析の土台となる経済学的な理論枠組みを整理する。二国間の貿易フローを

説明する標準的なツールである重力モデルの基礎を確認した上で、気候変動が農業生産性を通

じて各国の比較優位をどのように変化させるか、そのメカニズムを論じる。特に、気温と生産

性の間に想定される「非線形性」についての理論的考察は、第 4章におけるモデルの関数形を

決定する重要な根拠となる。 

 

2.1 重力モデルの基礎 

国際貿易の実証分析において、二国間の貿易フローを説明するために最も広く用いられてい

るのが、重力モデル（Gravity Model）である。田中（2016）によれば、重力モデルは物理学に

おけるニュートンの万有引力の法則に倣い、Tinbergen (1962) によって初めて提唱された。こ

のモデルは、二国間の貿易額が両国の経済規模（GDP）に比例し、両国間の地理的距離に反比例

するという直感的な経験則に基づいている。伝統的な重力モデルでは GDP や距離といった基本

的な変数が貿易額の予測に用いられ、その説明力の高さから半世紀以上にわたり貿易研究の標

準的なツールとして利用されてきた。具体的には、輸出国 𝑖 から輸入国 𝑗 への貿易額 𝑖𝑗 は以下の

ように定式化される。ここで𝐴は定数である。 

貿易額
௜௝

= 𝐴 ×
𝐺𝐷𝑃௜ × 𝐺𝐷𝑃௝

距離
௜௝

 (係数は省略) 

伝統的には、対数線形化した以下の式を最小二乗法（OLS）で推定する。ここで𝜀௜௝は誤差項であ

る。 

𝑙𝑛貿易額
௜௝

= 𝛼 + 𝛽ଵ𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௜ + 𝛽ଶ𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௝ + 𝛽ଷ𝑙𝑛 距離
௜௝

+ 𝜀௜௝ 

 

2.2 構造重力モデルへの発展 

初期の重力モデルは現実の貿易データを非常によく説明できる一方で、その理論的基礎には

課題が残されていた。田中（2016）が解説するように、この課題に対してミクロ経済学的な基

礎付けを与え、現代の研究の基盤を確立したのが Anderson and van Wincoop (2003) である。 

彼らは、二国間の貿易額は、単なる二国間の絶対的な距離や障壁のみによって決まるのではな

く、広い意味での物価が貿易額に影響を及ぼすことを理論的に示し、この広い意味での物価を

「多角的貿易抵抗変数（Multilateral Resistance Variable）」と呼んだ。 

例えば、ブラジルから米国への輸出を検討する際、単に両国の GDP や物理的距離を見るだけ

では不十分である。米国にとって地理的に近接するメキシコとの取引コストが低い場合、米国
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市場では安価なメキシコ製品という選択肢が存在することで、ブラジル製品は相対的に割高な

ものとなり競争力を失う。その結果、米国における需要は代替され、ブラジルからの輸出額は

減少せざるを得ない。 

構造重力モデル（Structural Gravity Model）では、輸出国・輸入国それぞれの固定効果

（Fixed Effects）を導入することで、観察不可能な多角的抵抗要因を制御し、バイアスを除去

した推計を行う。（Feenstra, 2015）。本研究の実証分析においては、Baier and Bergstrand 

(2007) 等の先行研究に倣い、国ペア固定効果および年固定効果を導入するアプローチを採用す

る。これにより、二国間の距離や文化的繋がりといった時間不変の観察不可能な異質性を包括

的に制御し、推計の頑健性を確保する。 

 

2.3 気候変動と比較優位 

本研究では、標準的な重力モデルに「気象による生産性ショック」を新たな説明変数として

導入する。Karlsson (2021) は、外生的な気温の変化が労働供給や生産性に影響を与え、それ

が経済活動全体に波及することを論じている。 

リカード・モデルの文脈において、気候条件は各国の生産技術（生産性）を決定する重要な

外生変数とみなすことができる。農業生産において、気温𝑇および降水量𝑅は生産関数

𝐹(𝐾, 𝐿, 𝑇, 𝑅)の決定的な変数である。気温が作物の光合成や生育適温を規定する一方で、降水量

は生育に不可欠な水資源供給を決定する。Karlsson (2021) が示唆するように、気温の変化は

産業ごとの異質性を持って作用する。農業において、気温上昇は、ある国にとっては最適な生

育条件への接近（生産性の向上）を意味し、別の国にとっては許容限界を超えた高温ストレス

（生産性の低下）を意味する。すなわち、気候変動は各国の農業生産性を不均一に変化させる

ことで、国際的な比較優位構造を変動させる要因となる。 

 

2.4 気温・降水量と生産性の非線形性 

気温の変化が貿易に与える影響は、単純な線形関係ではない可能性が高い。Karlsson (2021) 

は米国の輸出データを分析し、高温と低温の双方が経済活動に有意な負の影響を与えること、

すなわち気温の影響が非線形であることを実証している。特に同研究では、産業によって「暑

い日」と「寒い日」の影響メカニズムが異なることが示唆されている。農業においては、多く

の作物に生物学的な「最適温度」が存在し、それまでは気温上昇がプラスに働くが、閾値を超

えると急速にマイナスの影響が生じると考えられる。この生産性の変化は、各国の供給能力を

通じて輸出ポテンシャルを変化させ、結果として二国間の貿易額に影響を及ぼすと考えられ

る。本研究では、先行研究の知見に基づき、この非線形な関係を検証するため、計量モデルに
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おいて気温変数の一次項だけでなく、二次項（二乗項）を組み込むことで、その影響の形状を

明らかにする。 

また降水量についても、気温と同様の非線形なメカニズムが作用すると想定される。水資源

は農業生産に不可欠な投入要素であるが、その供給量は「多ければ多いほど良い」という単調

な関係にはない。少雨が干ばつや水分不足による生育阻害を引き起こす一方で、過剰な降水も

また、湿害による根腐れ、病害の蔓延、日照不足、あるいは物理的な冠水被害を通じて生産性

を著しく低下させる。すなわち、農作物の生育には「最適降水量」が存在し、それを逸脱すれ

ば生産・輸出に対して負の影響が生じると考えられる。したがって、本研究では降水量変数に

ついても同様に二次項をモデルに導入し、この非線形な関係性を検証する。
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第 3 章 データ 

本章では、第 1章で述べた目的を検証するために構築したデータセットの詳細について述べ

る。分析対象とする 61品目の貿易データ、説明変数となる気象データ、およびコントロール変

数の出典と定義を明確にする。また、本研究の独自性である「気候帯区分」の定義や、データ

の記述統計および相関関係を確認することで、次章で展開する計量モデルの妥当性を支えるデ

ータの特性を把握する。 

 

3.1 貿易データと品目分類 

被説明変数となる二国間貿易額のデータには、United Nations (n.d.) が提供する国連貿易

統計データベース（UN Comtrade）から取得した HSコード 6桁レベルの統計を用いた。分析対

象期間は 1988 年から 2023 年までの 36年間である。分析対象とする品目は、UN Comtrade にお

いて HS コードに基づく個別のデータ取得が可能であった野菜（トマト、タマネギ等）24品目、

果物（バナナ、リンゴ等）27品目、穀物（小麦、コメ、トウモロコシ等）10 品目を含む計 61

品目である。詳細な品目一覧を表 3-1 に示す。  

これらの 61 品目は、HSコードから特定可能な範囲で網羅的に収集されたものである。当該

カテゴリー全体の貿易データ（HS07 類、08 類、10 類）と比較した試算によると、本研究で構築

したデータセットの貿易額は、野菜で約 76%、果物で約 89%を占めており、穀物に至っては 100%

近くをカバーしている。したがって、本分析の結果は世界の主要な食料需給の動向を十分に反

映したものであるといえる。なお、データの構築にあたっては、品目ごとの気候感応度をより

厳密に識別するため、包括的な分類コードの一部を除外する処理を行った。具体的には、HSコ

ード 0703（ねぎ属）、0704（あぶらな属）、0706（根菜類）、0708（豆類）の中に含まれる

「その他（Other）」の区分、および多種多様な品目が混在する HS コード 081190、081290、

081340 を除外した。加えて、果実そのものの貿易ではない「柑橘類またはメロンの皮」

（HS081400）も分析対象から除外している。  

本研究で使用するデータセットは、すべての国ペアが全期間にわたってデータを有している

わけではない「アンバランス・パネル・データ（Unbalanced Panel Data）」である。これは、

一部の国における報告データの欠落や、分析期間中における国家の分離・独立による構成国の

変化に起因する。また、貿易データには「貿易額がゼロ」の観測値が記録されないという特性

がある。正の貿易額のみを用いて分析を行うと、気候変動によって貿易が消滅したケースが除

外され、サンプルセレクション・バイアスが生じる恐れがある。この問題に対処するため、本

研究では分析期間中に少なくとも 1回以上の貿易実績がある国ペア・品目の組み合わせについ

ては、貿易が行われていない年の貿易額および数量をゼロとして補完する処理を行った。この
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処理を経てもなお、データ利用可能性の制約により、パネル構造はアンバランスとなってい

る。 

表 3-1 分析対象品目と対応する HS コード一覧 

 

出典：UN Comtrade (United Nations, n.d.) より筆者作成 

注：表右側のチェック欄（生、冷蔵、冷凍、乾燥、一次加工）は、 

各 HS コードが対象としている保存・加工形態を示している。 
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3.2 気象データ 

説明変数となる気象データ（気温、降水量）は、世界銀行が提供する Climate Change 

Knowledge Portal (CCKP) から取得した (World Bank Group, n.d.)。同ポータルでは、英国イ

ースト・アングリア大学の気候研究ユニット (CRU) および ERA5 再解析データに基づき、各

国・各年の気象変数が集計・提供されている。本研究では、各国の国土全体における年別の平

均気温、平均最低気温、平均最高気温および降水量を使用し、各国の気候トレンドを捉える指

標とした。なお、第 4章の推計モデルにおいては、多重共線性の回避および解釈の容易化のた

め、これらの気象変数は中心化処理を行って使用するが、本章の記述統計表においてはデータ

の特性を示すため実測値を報告する。 

 

3.3 コントロール変数 

重力モデルの標準的な説明変数である GDP および FTA（自由貿易協定）の加盟状況、ならび

に本研究が対象とする食料貿易において食料需要の代理変数として導入した人口については、

1988 年から 2020 年の期間に関しては Conte et al. (2022) によって構築され、CEPII (フラン

ス国際経済研究所) より提供されている Gravity Database から取得した (CEPII, 2022)。

Gravity Database の提供範囲外である 2021 年から 2023 年のデータに関しては、GDP および人

口については World Bank (n.d.) の World Development Indicators (WDI) を使用して拡張し

た。同期間の FTA ダミー変数については、世界貿易機関 (WTO) の地域貿易協定データベース 

(RTA Database) を参照し、協定情報を反映させることで補完した。 

また、貿易コストをより正確に捉えるため、本研究では関税データも導入した。データは世

界銀行の World Integrated Trade Solution (WITS) を通じて、UNCTAD の TRAINS データベース

から取得した (World Bank, n.d.; UNCTAD, n.d.)。具体的には、最恵国待遇関税率（従価税換

算：Ad Valorem Equivalent）を一括ダウンロードし、HS コード、輸入国、年をキーとして貿易

データと結合した。 分析における関税変数の構築にあたっては、前述の FTA ダミー変数が 1

（協定発効済み）をとる国ペアについては、関税障壁が撤廃されたと仮定し、関税率を 0%とし

た。1その上で、本研究の重力モデルでは関税変数を対数変換して推定に用いるが、関税率の値

をそのまま対数変換すると、値が負になる、あるいは関税率が 0%の場合に対数値が定義できな

いという問題が生じる。この数理的な問題を回避するため、本研究では Yotov et al. (2016) 

や Head and Mayer (2014) によって採用されているアプローチに倣い、関税率 𝜏 (%) を以下の

ように変換して分析に用いた。 

 
1 ただし、農産物分野では FTA 締結下であっても例外品目や段階的削減措置が残存する場合があるため、こ

の処理は実際の関税率を過小評価する可能性がある。したがって本研究における関税変数は、厳密な税率水準そ

のものというよりも、関税障壁の程度および貿易自由化の制度的環境を近似する指標として位置づけられる。 
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𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓 𝑅𝑎𝑡𝑒 = 1 +
𝜏

100
 

したがって、モデルには関税率が 0%の場合は「1」、50%の場合は「1.5」の値をとる変数として

投入され、その対数値が説明変数として使用される。 

 

3.4 気候帯の定義 

気候条件による影響の異質性を検証するため、Beck et al. (2018) によるケッペン・ガイガ

ー気候区分の再解析データに基づき、各国の気候帯を定義した。具体的には、各国の国土面積

が以下の 5つの気候帯に属する割合（シェア）を算出し、これを交差項の作成に用いた。 

 

1. 熱帯 (Tropical) 

2. 乾燥帯 (Dry) 

3. 温帯 (Temperate) 

4. 亜寒帯 (Cold) 

5. 寒帯 (Polar) 

 

なお、これらの気候帯シェア変数は、分析期間を通じて変化しない「時不変（Time-

invariant）」の変数として扱っている。これにより、例えば「熱帯地域における気温上昇」と

「寒冷地域における気温上昇」が、それぞれ農作物貿易に対して正負どちらの影響を与えるか

を識別することが可能となる。 

 

3.5 記述統計 

分析に使用した主要変数の記述統計量を表 3-2 に示す。なお、本表の統計量は、欠損値を除

去した後の推計用サンプル（観測数：3,174,115 件）に基づいている。貿易額（Trade Value）

の平均値は約 136 万ドルであるが、標準偏差が約 2,200 万ドルと非常に大きく、最小値が 0 で

あることから、データセットにはゼロ貿易を含む多くの小規模な取引と、一部の大規模な貿易

フローが混在していることがわかる。 関税変数（Tariff Rate）の平均値は 1.05 であり、これ

は平均的な関税率が約 5%であることを示している。FTA ダミーの平均値は 0.64 となっており、

サンプルに含まれる国ペア・年の約 64%で自由貿易協定が締結されていることを示唆している。 

気象変数については、平均気温（Average Mean Temperature）は 15.32℃であり、最小値-

19.24℃から最大値 30.02℃まで広範にわたっている。 気候帯シェアの平均値を見ると、温帯

（Temperate）が 0.38 と最も高く、次いで亜寒帯（Cold）が 0.27、乾燥帯（Dry）が 0.23 とな

っている。熱帯（Tropical）は 0.10、寒帯（Polar）は 0.03 であり、本分析の対象となる農作
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物輸出国は、主に温帯および亜寒帯、乾燥帯に位置する国々によって構成されているという特

徴がある。 

 

表 3-2 主要変数の記述統計 

 

出典：分析に使用した各データより筆者作成 

 

3.6 変数間の相関 

表 3-3 に、本分析で使用する主要変数間の相関係数行列を示す。まず、被説明変数である農

作物貿易額（𝑙𝑛 𝑇𝑟𝑎𝑑𝑒 𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒）と説明変数の関係を確認すると、輸出国および輸入国の GDP

（𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃）との間には比較的強い正の相関が確認される。また、関税率（𝑙𝑛 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓）との間に

は負の相関が見られる。これらは、「経済規模が大きいほど貿易量が増え、貿易コストが高い

ほど貿易量が減る」という重力モデルの基本的な理論予測と整合的であり、データセットの妥

当性が示唆される。 

次に、説明変数間の関係に注目すると、輸出国および輸入国の双方において、人口（ln 

Pop）と GDP（ln GDP）の間に一定の強い正の相関が見られる。これは人口規模が大きい国ほど

経済規模も大きくなる傾向を反映したものであるが、重力モデルにおいてこれらを同時に投入

する場合、多重共線性の問題が懸念される。この点について、推計結果への影響を厳密に検証

するため、分散拡大係数（Variance Inflation Factor: VIF）を算出した。一般に、VIF の値が

10（保守的な基準では 5）を超えると多重共線性の懸念があるとされる。本分析モデルにおける

VIF の算出結果を確認すると、相関が懸念された GDP および人口に関する変数の VIF値は 3.78

から 4.41 の範囲に収まっており、すべての変数が 5を下回っていることが確認された。 
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表 3-3 主要変数の相関行列 

 

出典：分析に使用した各データより筆者作成 

注：別モデルで使用する平均最高気温および平均最低気温は、平均気温と強い相関を持ち、 

他変数との相関構造が酷似しているため、本表への掲載を省略した。 

 

また、本研究の主要な関心変数である平均気温（𝑀𝑒𝑎𝑛 𝑇𝑒𝑚𝑝）および降水量

（𝑃𝑟𝑒𝑐𝑖𝑝𝑖𝑡𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛）については、他の経済変数との相関が極めて低く、VIF 値もそれぞれ 1.52、

1.16 と非常に低い水準に留まっている。このことは、少なくとも本分析で用いる主要な経済変

数との間に強い線形関係が見られず、気象変数が特定の経済変数の変動と直接的に連動してい

ないことを示唆する。以上の結果より、本研究のモデルには多重共線性の深刻な問題は存在せ

ず、各変数の係数は安定的に推定可能であると判断した。
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第 4 章 推定モデル 

本章では、前章のデータを用いて気候変動の影響を定量化するための計量経済学的手法を提

示する。貿易データ特有のゼロ値や不均一分散の問題に対処するための PPML 推定法の採用根拠

を述べるとともに、第 2章で議論した非線形性や、気候帯ごとの異質性を捉えるための具体的

な推定式を定義する。ここでのモデル設定が、次章で示される分析結果を解釈するための枠組

みとしての役割を果たす。2 

 

4.1 PPML 推定法の採用 

伝統的な重力モデルの実証分析では、輸出国 𝑖 から輸入国 𝑗 への 𝑡 年における貿易額 𝑋௜௝௧

を対数変換した上で最小二乗法（OLS）を用いて推定を行う手法が一般的であった。しかし、本

研究では、Santos Silva and Tenreyro (2006) が提唱したポアソン疑似最尤推定法（PPML）を

採用する。PPML を採用する主な理由は、以下の 2点にある。 

第一に、ゼロ貿易問題への対処である。実際の貿易データには、二国間で貿易が行われてい

ない（貿易額がゼロである）観測値が多く含まれる。対数変換（𝑙𝑛 𝑋௜௝௧）を行う従来の OLS で

は、ゼロの対数が定義できないため、これらのデータは欠損値として分析から除外されてしま

う。しかし、貿易額がゼロであるという事実は「貿易コストが高すぎる」あるいは「生産条件

が悪すぎる」という重要な経済的情報を含んでいる。ゼロ貿易を除外することは、サンプルセ

レクション・バイアスを引き起こす原因となる。PPML は被説明変数を対数変換せず実数のまま

扱うため、ゼロを含むデータを自然にモデルに組み込むことが可能である。 

第二に、不均一分散によるバイアスの回避である。貿易データにおいては、貿易規模が大き

い国ペアほど誤差項の分散が大きくなる傾向（不均一分散）がある。対数変換されたモデルを

OLS で推定する場合、ジェンセンの不等式（Jensen's inequality）により、𝐸[𝑙𝑛 𝑦] ≠ 𝑙𝑛 𝐸[𝑦]と

なるため、不均一分散が存在する下では推定係数に深刻なバイアスが生じることが知られてい

る（Silva and Tenreyro, 2006）。PPML は、誤差項の分布に対して柔軟であり、不均一分散の

下でも一致推定量を得ることができる。 

したがって、本研究の目的である気候変動の影響分析において、PPML は最も頑健かつ適切な

手法であるといえる。 

 

 
2 本研究におけるすべての実証分析は、統計解析ソフト R（バージョン 4.4.2）を用いて実施した。なお、デ

ータセットの構築および計量分析コードの作成プロセスにおいては、エラーの特定やコーディングの効率化を図

るため、補助的なツールとして生成 AI（Gemini, ChatGPT 等）を活用した。 



- 16 - 

 

4.2 気象変数の中心化処理 

本研究では、気象変数の構築にあたり、気温（平均気温・平均最低気温・平均最高気温）お

よび降水量の双方に対して中心化処理を行っている。具体的には、モデルに投入する気象変数

は、各観測値（輸出国𝑖、年𝑡）の実測値から、その品目の分析サンプル全体における平均値を差

し引いた値として定義する。 

𝑇௜௧
௖௘௡௧ = 𝑇௜௧ − 𝑇 （気温） 

𝑅௜௧
௖௘௡௧ = 𝑅௜௧ − 𝑅 （降水量） 

ここで中心化後の 𝑇௜௧
௖௘௡௧ = 0 および 𝑅௜௧

௖௘௡௧ = 0 は、当該品目における「世界全体の平均的な気

候水準（厳密には分析サンプル平均）」に概ね対応する。したがって推定される係数は、気象

変数の絶対的な水準そのものではなく、「標準的（平均的）な気象条件からの逸脱（高温 / 低

温、多雨 / 少雨）」が貿易に与える影響を表す。 

さらに、気候変動の影響が地域によって異なる可能性を考慮し、これらの中心化気象変数と各

国の気候帯シェア（熱帯、乾燥帯、温帯、亜寒帯、寒帯）との交差項を導入する。これによ

り、例えば「乾燥帯（𝑆௜
ௗ௥௬

）における降水量増加のメリット」と「熱帯（𝑆௜
௧௥௢௣

）における降水

量増加のダメージ」といった、気候帯ごとの異質性を識別することが可能となる。 

 

4.3 推定式 

本研究では、気温および降水量の双方が農作物貿易に与える影響を検証するため、以下の構

造を持つ重力モデルを構築した。推定手法には前節で述べた通り PPML を用い、多角的な抵抗要

因や観測不可能なペア固有の異質性を制御するため、国ペア固定効果（𝛿௜௝）および年固定効果

（𝛿௧）を導入している。本研究の特筆すべき点は、気象の影響が気候帯によって異なる可能性を

考慮し、気象変数と気候帯シェアの交差項を導入した点にある。具体的な推計式は以下の通り

である。 

𝑋௜௝௧ = 𝑒𝑥𝑝 ቌ
𝛽0 ෍ ቄ𝑆௜௞ ቂቀ𝛽1௞𝑇௜௧

௖௘௡௧ + 𝛽2௞(𝑇௜௧
௖௘௡௧)2ቁ + ቀ𝛽3௞𝑅௜௧

௖௘௡௧ + 𝛽4௞(𝑅௜௧
௖௘௡௧)2ቁቃቅ

௞∈௄

+𝛽௢ 𝑂௜௧ + 𝛽ௗ 𝐷௝௧ + 𝛽்  ∅௜௝௧ + 𝛿௜௝ + 𝛿௧

ቍ × 𝜀௜௝௧ 

 

ここで、𝑋௜௝௧は 𝑡 年における輸出国 𝑖 から輸入国 𝑗 への農作物貿易額を表す。第 2 項のΣで括

られた部分が、気象変数の影響を捉える項である。𝐾 はケッペンの気候区分に基づく 5つの気

候帯（熱帯、乾燥帯、温帯、亜寒帯、寒帯）の集合を表し、𝑆௜௞ は輸出国 𝑖 の国土における気

候帯 𝑘 の面積シェア（0 ≤ 𝑆௜௞ ≤ 1）を表す。𝑇௜௧
௖௘௡௧ および 𝑅௜௧

௖௘௡௧ はそれぞれ中心化処理された

輸出国 𝑖 の平均気温および年間降水量である。本研究の基本モデルでは、気象変数として年平
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均気温（𝑇௜௧）を採用している。しかし、農作物の生育においては、平均的な気温だけでなく、

日中の最高気温（高温ストレス）や夜間の最低気温（冷害や呼吸消耗）が重要な意味を持つ場

合がある。そこで本研究では、平均気温を用いた基本モデル（Pattern 1）に加え、年平均最高

気温（𝑇௜௧
௠௔௫）を用いたモデル（Pattern 2）および年平均最低気温（𝑇௜௧

௠௜௡）を用いたモデル

（Pattern 3）についても推計を行い、気象変数の定義の違いが結果に与える影響を多角的に検

証する。また、第 3項以降はコントロール変数群である。𝑂௜௧ は輸出国 𝑖 の供給能力を表す経

済属性ベクトルであり、具体的には名目 GDP の対数値（𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௜௧）および人口の対数値

（𝑙𝑛 𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛௜௧）から構成される。同様に、𝐷௝௧ は輸入国 𝑗 の市場需要を表す経済属性ベクト

ル（𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௝௧ および 𝑙𝑛 𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛௝௧）である。 𝜙௜௝௧ は二国間の貿易障壁を表すベクトルであ

り、具体的には自由貿易協定ダミー（ 𝐹𝑇𝐴௜௝௧）および関税変数の対数値（𝑙𝑛 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓 𝑅𝑎𝑡𝑒௜௝௧）で

構成されている。 

本モデルにおける各変数の理論的な符号予測は以下の通りである。 

 

4.3.1. 気象変数（𝑇௜௧
௖௘௡௧ , 𝑅௜௧

௖௘௡௧）の符号予測 

農作物の生育には最適な温度や降水量の範囲が存在し、適正範囲を超えると収量が低下する

という生物学的な特性がある。この非線形性を捉えるため、本モデルでは二乗項を導入してお

り、「逆 U字型（Inverted U-shape）」の関係が想定される。 

 

● 一次項（𝛽ଵ௞, 𝛽ଷ௞）：符号は不定（気候帯 𝑘 に依存） 

本モデルでは変数を中心化しているため、一次項の係数は「各気候帯の平均値における

限界効果（接線の傾き）」を表す。寒冷な地域（寒帯・亜寒帯等）のように、現状の気

温が作物の生育適温（頂点）よりも低い可能性がある地域の場合、気温上昇は生産にプ

ラスに働くため、係数は正（+）になると予測される。一方、熱帯のように現状の気温

が既に適温に近い、あるいは超えている場合、更なる気温上昇は生産減退を招くため、

係数は負（−）あるいはゼロ（頂点付近）になると予測される。 

 

● 二次項（𝛽ଶ௞, 𝛽ସ௞）：負（−） 

「逆 U字型」の形状（上に凸）を描くためには、二乗項の係数は負である必要がある。

これは、気温や降水量が極端に増加した際に、限界生産力が逓減し、最終的にマイナス

の影響を与える収穫逓減の法則や環境ストレスを反映している。 

 

4.3.2. コントロール変数の符号予測  

気候以外の要因は、その性質に応じて以下の 3つのベクトルに分類した。 
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● 輸出国ベクトル（𝑂௜௧）： 

○ 𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௜௧（輸出国名目 GDP）： 

経済規模の拡大は生産能力および輸出供給力の向上を意味するため、係数は正

（+）と予測される。 

○ 𝑙𝑛 𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛௜௧（輸出国人口）： 

労働供給の増加による正の効果（生産促進）と、国内食料消費の拡大による負の

効果（輸出余力の減少）が混在するため、符号は不定である。 

 

● 輸入国ベクトル（ 𝐷௝௧）： 

○ 𝑙𝑛 𝐺𝐷𝑃௝௧（輸入国名目 GDP）： 

所得水準の向上は購買力の拡大を意味するため、係数は正（+）と予測される。 

○ 𝑙𝑛 𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛௝௧（輸入国人口）： 

食料需要の物理的な規模を表すため、係数は正（+）と予測される。 

 

● 二国間貿易障壁ベクトル（𝜙௜௝௧）： 

○ 𝐹𝑇𝐴௜௝௧（自由貿易協定ダミー）： 

関税撤廃や非関税障壁の削減を通じて貿易を促進するため、係数は正（+）と予

測される。 

○ 𝑙𝑛 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓 𝑅𝑎𝑡𝑒௜௝௧（二国間関税率）： 

貿易コストの上昇は取引を阻害するため、係数は負（−）と予測される。 

 

4.4 分析のレベル 

本研究では、気候変動の影響を多角的に検証するため、前節までに定義した推定モデルを用

い、以下の 3つの集計レベルで分析を行う。 

 

1. 全体分析（Total Aggregated Analysis）   

全 61 品目の貿易額を合算した「総農作物貿易額」について推計を行う。これにより、品

目間の代替効果等を捨象した、農業セクター全体としてのマクロな気候変動影響を評価

する。また、説明変数となる関税率については、対象全品目の適用関税率の単純平均値3

 
3 本研究で単純平均関税率を採用したのは、貿易額による加重平均を用いた際に生じる「内生性バイアス」

を避けるためである。加重平均では、高関税で輸入が阻止されている品目の影響が過小評価または無視される。

関税の貿易障壁効果を検証する重力モデルにおいては、「輸入阻止的な高関税」の影響を適切に捉える必要があ

るため、実際の貿易額に関わらず、制度としての保護水準を公平に反映する単純平均を関税変数として用いた。 
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を用いる。これは、品目ごとに異なる関税障壁を平均化することで、特定品目の事情に

左右されない、二国間における農業分野全体の包括的な保護水準を捉えるためである。 

 

2. カテゴリー別分析（Category-level Analysis）   

各品目を「野菜（Vegetables）」、「果物（Fruits）」、「穀物（Cereals）」の 3つの

主要カテゴリーに分類・集約して推計を行う。これにより、植物学的な特性や栽培形態

の共通性に基づいた、品目群としての気候変動への脆弱性を検証する。なお、各カテゴ

リーの関税変数については、全体分析と同様に、それを構成する個別品目の関税率の単

純平均値を採用する。 

 

3. 品目別分析（Item-level Analysis）   

分析対象とする全 61 品目それぞれについて個別に推計を行う。これにより、マクロな分

析では相殺されてしまう品目固有の気候感応度（例えば、高温に強い作物と弱い作物）

や、各品目の栽培に適した気候条件の差異を明らかにする。 

 

以上の 3つの分析レベルそれぞれにおいて、前節で述べた 3つの気象変数パターン（平均気

温・平均最高気温・平均最低気温）を用いた推計を実施する。このように、データの集計レベ

ル（縦軸）と気象指標（横軸）を組み合わせた網羅的な分析を行うことで、気候変動が国際農

作物貿易に与える影響の頑健性と、そのメカニズムの全体像を解明することを試みる。 
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第 5 章 結果と考察 

本章では、構築したモデルによる推計結果を提示し、農業の知見も交えて考察を行う。まず

全体およびカテゴリー別の分析からマクロなトレンドを確認し、次に品目別の詳細な分析へと

解像度を高めていく。気候帯ごとに異なる「気温・降水量への感応度」を明らかにすること

で、気候変動によって輸出競争力が高まる「勝者」と、制約を受ける「敗者」がどのように分

布しているのか、その構造的な実態を浮き彫りにする。 

 

5.1 全体分析およびカテゴリー別分析 

本節では、1988～2023 年の二国間貿易データを用いた PPML 推定結果について、（i）全 61

品目を統合した全体分析と、（ii）野菜・果物・穀物のカテゴリー別分析の結果を示し、考察

する。主要な推定結果を表 5-1 に示す。 
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表 5-1 全体分析およびカテゴリー別分析の推定結果     

 

出典：UN Comtrade, World Bank WDI, UNCTAD TRAINS および気象データより筆者推計 
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5.1.1 コントロール変数の推定結果と考察 

本項では、気象変数以外の変数（GDP・人口・FTA・関税）の推定結果について考察する。 

 

5.1.1.1 経済規模（GDP） 

輸入国 GDP は、全体および全カテゴリーで一貫して正に有意であり、輸入国の経済規模が大

きいほど農作物貿易額が増えるという重力モデルの基本的理論と整合的である。特に果物カテ

ゴリーでは輸入国 GDP の係数が他カテゴリーより大きく、これは果物が所得弾力性の高い嗜好

品としての性質を持つことを示唆している。 

一方で輸出国 GDP についても、全体、野菜カテゴリー、果物カテゴリーでは安定的に 0.1%水

準で有意に正だが、穀物カテゴリーでは平均最低気温を用いた分析では 5%水準で正に有意であ

るものの、他の 2パターンの分析では有意な結果は得られず、他に比べて輸出国 GDP の影響が

弱かった。穀物は国際商品市場での取引や政府備蓄・輸入政策の影響が大きく、輸出国の経済

規模（GDP）そのものよりも、その年の生産条件や世界的な需給ショックの影響が相対的に大き

いためであると考えられる。 

 

5.1.1.2 人口（Population）  

輸出国の人口については、全モデルにおいて一貫して負に有意な結果が得られた。理論上、

GDP 一定の下での人口増加は一人当たり所得の低下を意味する。もし輸出される農作物が所得弾

力性の高い「贅沢品」であり、所得低下によって国内での購入が控えられたと仮定すれば、国

内消費が減少し、かえって輸出余力が増大する（係数が正になる）可能性が考えられる。しか

し、本分析の結果が一貫して負となったことは、そうした所得要因による需要減退よりも、人

口増加に伴う国内食料需要の増大が大きく上回っていることを示唆している。つまり、所得水

準の低下にかかわらず、人口増による基礎的な食料消費の拡大が輸出余力を圧迫したと解釈で

きる。 

一方、輸入国人口についても、全体、野菜、果物の各カテゴリーで負に有意な値が示され

た。この結果は、「人口増は市場規模の拡大を意味し、輸入を促進する（係数は正）」とする

一般的な予測とは異なるものである。この予測との乖離は、前述の通り、本推定が輸入国 GDP

（所得総額）を同時に統制している点から説明できる。すなわち、この結果は、GDP 一定の下で

の人口増加において、「市場規模の拡大効果」よりも一人当たり所得の低下による「購買力の

減少効果」が上回ったことを示唆している。特に所得弾力性の高い果物や一部の野菜では、一

人当たり所得の低下によって需要が抑制される傾向が強く出たと解釈できる。これに対し、穀

物カテゴリーでは輸入国人口の影響が概ね非有意であった。これは、必需品である穀物は所得

水準にかかわらず一定の消費が必要とされるため、所得低下によるマイナス効果と、市場拡大

のプラス効果が相殺し合っているためだと考えられる。 
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5.1.1.3 自由貿易協定（FTA） 

FTA ダミーは、全体および野菜カテゴリー、果物カテゴリーにおいて統計的に有意な正の値

を示した。本推計モデルでは、すでに二国間・品目別の適用関税率を説明変数として制御して

いる。したがって、もし FTA の主たる効果が「関税削減」のみにあるならば、関税変数を投入

した時点で FTA ダミーの統計的有意性は消失し、変数は冗長なものとなるはずである。それに

もかかわらず FTA ダミーが正に有意であるという結果は、FTA の締結が、関税削減以外の「非関

税障壁の削減」や「制度的な貿易コストの低下」を通じて貿易促進に寄与していることを示唆

している。具体的には、通関手続きの簡素化、衛生植物検疫（Sanitary and Phytosanitary: 

SPS）措置の協議枠組みの構築、あるいは投資環境の整備といった制度的要因が、農作物貿易を

実質的に後押ししていると解釈できる。 

一方、穀物カテゴリーにおいては、FTA ダミーの統計的有意性は確認されなかった。この要

因としては、穀物市場の特性に加え、通商交渉における「例外措置」の存在が大きく影響を及

ぼしている可能性がある。多くの自由貿易協定において、農作物は「センシティブ品目」とし

て関税撤廃の対象から除外されたり、再協議の対象として先送りされたりするケースが少なく

ない。その典型例が日本である。日本の経済連携協定（EPA）において、コメや小麦などの穀物

は「重要 5品目」として位置づけられており、RCEP 協定では関税削減・撤廃の対象から完全に

除外されている（外務省, 2025）。加えて、本研究のデータセット構築上の要因も影響してい

る可能性がある。分析では FTA 締結ペアの関税を便宜上 0%としているが、前述の通り穀物は関

税撤廃の例外となるケースが多い。実際には関税が残存しているにもかかわらず、モデル上で

「関税ゼロ」として処理してしまうと、関税要因で説明しきれない「貿易の伸び悩み」が FTA

ダミーの係数に負の影響として吸収されてしまう。このように、多くの品目が自由化の例外と

なりやすく、かつ「例外なき関税撤廃」という分析上の仮定と保護主義的な現実との乖離が存

在する穀物カテゴリーにおいては、FTA の貿易創出効果が統計的に検出されにくかったと推察さ

れる。 

 

5.1.1.4 関税 

関税変数の推定結果はカテゴリー間で対照的である。果物カテゴリーでは負に有意であり、

関税が貿易障壁として機能しているという理論的予測と整合的である。しかし、全体、野菜カ

テゴリー、および穀物カテゴリーでは正に有意となり、単純な理論と矛盾した結果が得られて

いる。この結果は、主に以下の 2つの要因から解釈可能である。第一に、関税の「内生性」の

問題である。すなわち、国内需要が高く輸入が急増している品目（野菜や穀物などの必需品）

に対して、国内生産者を保護する目的で政治的に高い関税が設定されるという、逆の因果関係

が存在する可能性である。 第二に、「需要の価格弾力性の低さ」である。穀物や野菜などの必
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需財は、価格変化に対して需要が非弾力的である。そのため、高い関税により輸入価格が上昇

しても需要は大きく減少せず、国内の供給不足を補うための輸入が継続されていると考えられ

る。 

 

5.1.2 気象変数の推定結果と考察 

本項では、本研究の中心的関心である気温・降水量が農作物貿易に与える影響を、気候帯ご

との異質性と非線形性に着目して考察する。 

 

5.1.2.0 気象変数の非線形性と頂点の解釈について 

推定モデルでは、気温変数と降水量変数の一次項と二次項を同時に投入することで非線形性

を検証している。結果の解釈にあたっては、二次項の符号による形状（U字または逆 U 字）だけ

でなく、算出された頂点がサンプルの観測範囲（中心気象）に対してどの位置にあるかが重要

となる。本研究では以下の基準に基づき結果を解釈する。 

 

● 逆 U字型（二次項が負）かつ頂点が中心より右側にある場合：  

現在の平均的な気候は、貿易額を最大化する「最適点」よりも低い水準にある。したが

って、気温・降水量が上昇してその最適点に達するまでは、温暖化が貿易額の増加に寄

与すると解釈できる。 

● 逆 U字型かつ頂点が中心より左側にある場合：  

現在の気候水準は、すでに貿易額を最大化する「最適点」を超過した領域（減少局面）

に位置している。したがって、これ以上の気温・降水量の上昇は、最適条件からの「乖

離」や生理的な「許容限界の超過」をさらに拡大させ、貿易額を一方的に減少させる要

因となると解釈できる。 

● U 字型（二次項が正）かつ頂点が中心より左側にある場合：  

サンプルの中心（平均）はすでに頂点（最小点）を超えた右側の領域にある。したがっ

て、平均的な気候条件下においては、実質的に「上昇に伴い増加する（正の影響）」局

面にあると解釈できる。 

● U 字型かつ頂点が中心より右側にある場合：  

観測データの大部分は頂点の手前（左側）の減少局面に位置するため、実質的には「上

昇に伴い減少する（負の影響）」と解釈できる。 
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5.1.2.1 全体分析（Total Aggregated Analysis） 

5.1.2.1.1 気温の影響  

全体分析の結果からは、気候帯ごとに温暖化（気温上昇）が貿易に与える影響の方向性が大

きく異なること、そして特に寒冷な地域において「適温超過」や「負の影響」が顕在化してい

るという傾向が明らかとなった。 

まず、乾燥帯においては、平均気温および平均最低気温の双方で一次項が正に有意（線形）

となり、気温上昇が一貫して貿易額を押し上げる要因となっている可能性が確認された。乾燥

帯では、夜間の冷え込みや熱量不足が農業生産のボトルネックとなる場合があるため、温暖化

による熱量供給の増加が生産・輸出に対してプラスに作用していると考えられる。また、熱帯

においても、平均最低気温で一次項が正に有意となったほか、平均最高気温では二次項が正に

有意となり、懸念されるような高温による負の影響は、本分析のマクロなレベルでは支配的で

はないことが示唆された。これは、最低気温の上昇（底上げ）がプラスに働く一方で、最高気

温についても特定の高温適応作物の存在等により、貿易額が維持・拡大されている可能性を示

している。さらに、温帯についても、平均気温および平均最高気温で二次項が正に有意とな

り、気温上昇に対して底堅い、あるいはプラスの影響を持つ傾向が示された。 

対照的に、寒冷な地域である亜寒帯および寒帯においては、温暖化リスクを示唆する結果が

得られた。亜寒帯では、平均気温および平均最高気温において二次項が負に有意となり、明確

な「逆 U字型」の関係が観測された。これは、冷涼な気候帯である亜寒帯において、現在の気

候が既に農作物の生育適温の上限に達しつつある、あるいはこれを超えている可能性を示唆す

る。すなわち、夏場の最高気温の上昇等が「高温ストレス」として作用し、生産・輸出に対し

てマイナスの影響を与え始めていると考えられる。寒帯においても、平均気温の一次項が負に

有意となり、気温上昇が貿易額を減少させる傾向が確認された。また、平均最低気温において

は逆 U字型が示されたものの、その頂点は観測範囲よりもはるかに左側（低温側）に位置して

おり、実質的には気温上昇に伴い輸出が減少する局面にあると解釈できる。この結果は、寒帯

の生態系や生産環境（融雪時期の変動や病害虫リスクの増大等）が温暖化に対して脆弱である

ことを強く示唆している。 

以上の結果は、先行研究である Karlsson（2021）の知見と比較して、異なる側面を示してい

る可能性がある。Karlsson（2021）は米国データを用いたセクター別分析において、農業では

低温（寒冷日）が輸出を有意に減少させる一方で、高温側の影響は必ずしも統計的に明確では

ないことを報告している。これに対して、本研究の世界規模データによる推定では、寒冷地

（亜寒帯・寒帯）において気温上昇と農業輸出の間に負の関連が観察される傾向が見られた。

こうした結果は、局所的な分析では捉えにくい寒冷地の脆弱性や適温超過リスクを示唆してい

る可能性があり、乾燥帯で観察された正の関連と併せて考えると、気候変動の影響が地域間で

非対称的に現れうる点を示すものと解釈できる。 
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5.1.2.1.2 降水量の影響  

降水量が農作物貿易に与える影響については、水資源が不足している地域と過剰な地域と

で、対照的な結果が得られた。まず、熱帯においては、全ての気温モデルにおいて、降水量の

一次項が負、二次項が正となり、統計的に有意な「U字型」の関係が一貫して確認された。算出

された頂点は約 2,700mm 付近と、サンプルにおける中心降水量（約 1,042mm）よりもはるかに右

側（多雨側）に位置している。観測データの大部分はこの頂点よりも左側の減少局面に分布し

ていることから、実質的には、熱帯における降水量の増加が、過湿による根腐れや病害、ある

いは日照時間の不足などを通じて、貿易額に対して一貫して負の影響を与えていると解釈でき

る。 

対照的に、乾燥帯および温帯においては、降水量が生産・輸出を促進する要因となっている

可能性が高い。乾燥帯では、平均気温を用いたモデル等で一次項が正に有意（線形）となり、

降水量の増加が貿易額を押し上げることが確認された。また、最高気温を用いたモデルでは逆 U

字型（頂点は右側）が示され、基本的に水資源が制約となりやすい乾燥地において、降水増加

が干ばつリスクを緩和し、生産力を高める効果を持つことを示唆している。同様に、温帯にお

いても、平均気温および最低気温を用いたモデルで一次項が正に有意となり、適度な降水量の

増加が農業生産にとってプラスに作用していることが確認された。 

一方で、亜寒帯および寒帯については、いずれのモデルにおいても降水量の係数は統計的に

有意ではなかった。これは、寒冷地においては降水量（水条件）よりも、気温（熱量条件）や

積雪期間といった温度要因が生産・輸出の主要な決定要因となっているためだと推察される。 

 

5.1.2.2 カテゴリー別分析：野菜（Vegetables） 

野菜カテゴリーにおける最大の特徴は、降水量が統計的に有意な影響を示さない点である。

熱帯から寒帯までいずれの気候帯においても、降水量の係数は有意とならなかった。この背景

として、野菜生産（特に輸出向け商業生産）においては、灌漑システムによる水管理が普及し

ている可能性が挙げられる。穀物のような広大な土地での天水栽培とは異なり、野菜栽培では

スプリンクラーやドリップ灌漑などを通じて必要な水分を人工的に供給することが一般的であ

る。そのため、自然降水の多寡が生産量に直結せず、貿易額との間に明確な相関が見られなか

ったと推察される。すなわち、水は技術的に「代替可能な投入財」となっているのである。  

一方、気温に関しては、「寒冷地ほど温暖化の恩恵を受ける」という仮説とは逆の結果が得

られた。具体的には、亜寒帯の最高気温や、寒帯の平均気温・最低気温において、明確な負の

影響（一次項が負、または逆 U字型で頂点が左側）が確認された。これは、キャベツやレタ

ス、根菜類といった冷涼な気候に適応した野菜にとって、温暖化が既に生育適温の上限を超

え、高温障害や病害リスクを高めていることを示唆している。 
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対照的に、乾燥帯においては全モデルで逆 U字型かつ頂点が観測範囲の高温側（右側）に位

置しており、気温上昇が生産・輸出を促進する傾向が見られた。また、熱帯においても最低気

温で同様の傾向（頂点が右側の逆 U字）が見られ、温帯では平均気温等で U字型（頂点が左

側）の関係が示された。これらの地域では、夜間の冷え込み緩和や、施設園芸を含む適応技術

の存在により、気温上昇がポジティブな影響を及ぼしていると考えられる。 

したがって、野菜貿易は「降水よりも気温の変化に敏感」であり、かつ「寒冷地において温

暖化リスクが顕在化している」という点で、従来の通説とは異なる非対称な構造にあることが

明らかとなった。 

 

5.1.2.3 カテゴリー別分析：果物（Fruits） 

果物カテゴリーでは、水資源への依存度が結果に強く表れた。乾燥帯および温帯において、

降水量の一次項が正に有意（線形のプラス）となっており、果樹栽培において水の確保が生

産・輸出の決定要因となっていることが示唆される。一方、熱帯の降水量については、統計的

には U字型を示したものの、その頂点は中心降水量よりもはるかに右側（多雨側）に位置して

いる。したがって、熱帯果樹においては過剰な降水が病害の発生や品質低下（糖度不足等）を

招き、輸出に対して実質的に負の影響を与えていると解釈できる。 

気温については、気候帯ごとに温暖化の影響が対照的であった。まず、負の影響が顕在化し

ているのが亜寒帯と熱帯である。亜寒帯においては、平均気温、平均最低気温、平均最高気温

の全モデルで「逆 U字型」かつ「頂点が中心よりはるかに左側（低温側）」にあることが確認

された。これは、冷涼な気候を好む果樹にとって、現在の温暖化傾向が既に生育適温の上限を

超え、輸出に明確な負の影響を与えていることを示唆している。同様に、熱帯においても、平

均最高気温の一次項が負に有意となり、最高気温の上昇が「過熱ストレス」として作用し、生

産・輸出を阻害する要因となっている可能性が高い。 

対照的に、気温上昇がプラスに作用しているのが乾燥帯と寒帯である。乾燥帯においては、

平均気温および平均最高気温で「U字型」かつ「頂点が中心より左側（増加局面）」にある関係

が示された。これは、乾燥帯では日中の気温上昇（熱量増加）が生産・輸出と正の関連を持ち

うることを示唆している。さらに、最も高緯度な寒帯において、気温上昇が明確な正の影響

（輸出増）を示した。亜寒帯では既に「適温超過」のリスクが生じているのとは対照的に、寒

帯では温暖化が極寒地特有の凍害リスクを低減させ、果樹栽培の経済的な北限（フロンティ

ア）を押し広げる要因として機能している。すなわち、果物の生産適地は、温暖化に伴い亜寒

帯からさらにその北方の寒帯へとシフトしつつある実態が浮き彫りとなった。 

なお、温帯については、気温変数の統計的な有意性は確認されなかった。これは、温帯果樹

の産地において品種改良や栽培管理技術による環境適応が進んでいることや、産地が広範に分

散しており影響が相殺されている可能性が考えられる。 
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5.1.2.4 カテゴリー別分析：穀物（Cereals） 

穀物カテゴリーにおける気温と貿易額の関係は、気候帯によって「適温超過リスク」と「熱

量不足の緩和」という対照的なメカニズムで説明されうる可能性が示唆された。特筆すべき

は、最も高緯度な寒帯において、全モデルで明確な「逆 U字型」かつ「頂点が中心より左側

（低温側）」にある関係が示された点である。一般に高緯度地域では温暖化が農業生産にプラ

スに働くと期待されることがあるが、本分析の結果は、寒帯において既に温暖化傾向が生育適

温の上限を超え、生産・輸出に対してマイナスの影響（高温障害や融雪・土壌環境の変化等）

を与えていることを強く示唆している。 

対照的に、亜寒帯および熱帯においては、平均気温や最高気温などで一次項が正に有意（線

形のプラス効果）となっており、これらの地域では気温上昇が熱量不足を解消し、生産性を向

上させていると考えられる。なお、乾燥帯では平均気温・最高気温において逆 U字型が観測さ

れたほか、温帯では最低気温で負の線形効果（夜温上昇による呼吸消耗のデメリット等）が示

されるなど、単純な線形関係では捉えきれない複雑な適温構造も確認された。 

降水量については、「水資源の制約」と「過剰水分の弊害」という対比が鮮明に表れた。乾

燥帯においては、全モデルで逆 U字型かつ頂点がはるかに右側（多雨側）にあることが確認さ

れ、実質的に降水量の増加が輸出を拡大させることが示された。穀物は広大な農地での天水栽

培が主流であるため、乾燥地における水不足の緩和は生産増に直結すると考えられる。同様

に、温帯や亜寒帯の一部のモデルでも一次項が正に有意となっており、適度な水供給がプラス

に働く傾向が見られる。一方、熱帯においては、全モデルで U字型かつ頂点がはるかに右側

（多雨側）にあることが示された。観測データの大部分はこの頂点よりも左側の減少局面に位

置することから、熱帯穀物においては過剰な降水が湿害や日照不足を招き、輸出に対して一貫

して負の影響を与えていると解釈できる。 

 

5.1.2.5 カテゴリー間の比較と気候感応度の異質性 

以上のカテゴリー別分析の結果から、気候変動が貿易に与える影響は、品目の生物学的特性

および栽培・流通形態の違いによって、極めて異質である可能性が示唆された。なお、全体分

析では、気温上昇の影響が気候帯によって正負に分かれる傾向が観察され、乾燥帯や温帯では

正の関連が見られる一方、亜寒帯・寒帯では負の関連が観察されるケースが多かった。また降

水量についても、気候帯によっては貿易額との間に有意な関連が見られ、水資源条件が影響し

うることが示唆された。こうした全体的傾向を踏まえつつ、本項では主要な差異を「水資源へ

の依存度」と「気温変化への反応」の二点から総括する（表 5-2 参照）。 
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表 5-2 カテゴリー別の気候感応度と主なメカニズム（総括） 

 

出典：推計結果に基づき筆者作成 

 

第一の差異は、「降水量（水資源）への感応度」である。果物および穀物カテゴリーにおい

ては、乾燥帯や温帯で降水量が正の有意差を示し、水資源の多寡が生産・輸出の決定的な要因

となっていることが確認された。これは、果樹の永年性（樹体維持への水分要求）や、穀物の

大規模な天水栽培といった特性を反映している。対照的に、野菜カテゴリーでは、気候帯を問

わず降水量は有意な影響を示さなかった。これは前述の通り、野菜生産において灌漑施設やマ

ルチング等の技術的介入が進んでおり、自然降水が技術的に代替可能な資源となっているため

であると解釈できる。 

第二の差異は、「気温上昇に対する適応パターンの地理的な非対称性」である。この点にお

いて、野菜、果物、穀物はそれぞれ対照的な「気候的な生存領域」を示している。まず野菜に

ついては、「中緯度・乾燥帯への集中」という特徴が見られる。乾燥帯および温帯において

は、気温上昇による輸出への正の影響が観察され、温暖化が輸出拡大と結びつく可能性が示唆

された。対照的に、熱帯や亜寒帯、寒帯といった極端な気候帯では、気温上昇による輸出への

負の影響が確認された。これは、特定の温暖・冷涼な気候を好む野菜にとって、これらの地域

での温暖化が必ずしも生産性向上につながらず、病害虫の分布域の拡大や生理的な高温ストレ

ス（適温超過）といった要因を通じて不利に働く可能性を示唆している。次に果物について

は、最も高緯度な寒帯において、気温上昇が明確な正の影響（輸出増）を示した点が特筆され

る。これは、温暖化が極寒地特有の凍害リスクを低減させ、果樹栽培の経済的な北限（フロン

ティア）を実質的に押し広げていることを意味する。果物は他の品目よりもさらに高緯度の地

域において、温暖化の恩恵を享受し、新たな適地を形成しつつあると考えられる。最後に穀物

については、「生産適地の北上」が明確に見られるものの、そこには限界も存在する。亜寒帯

においては気温上昇が熱量不足を解消し輸出を促進しているが、さらに高緯度の寒帯では再び

負の影響に転じている。すなわち、穀物の適地は無制限に北上するのではなく、「亜寒帯」と

いう特定のベルト地帯に集約されていることが示唆された。 
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以上の比較から、農作物貿易におけるリスクの現れ方は必ずしも一様ではない可能性が示唆

される。分析結果を総合すると、野菜は高温側・低温側のいずれの環境変化に対しても相対的

に脆弱な傾向を示す一方で、穀物は亜寒帯方向へ、果物はそれよりもさらに高緯度の寒帯方向

へと、品目ごとに異なる速度や範囲で「気候的に有利な地域」が移行している可能性がうかが

える。 

 

5.2 品目別分析 

前節までの全体分析およびカテゴリー別分析は、品目を統合した平均的傾向を示すものであ

る。一方で、農作物は生理特性（耐暑性 / 耐寒性、水分要求量）、栽培形態（露地 / 施設、

天水 / 灌漑）、貿易形態（生鮮 / 加工、保存性）などが大きく異なるため、気象変数の影響

は品目間で異質である可能性が高い。 

本研究では 61品目について個別に推定を行ったが、膨大な係数表を本文で逐一提示すること

は、かえって全体像の把握を困難にする。そこで本項では、気温および降水量の推定結果を、

影響の方向性と非線形性（U字 / 逆 U字）に基づき図示し、気候帯ごとの反応パターンを一覧

化した要約表（表 5-4〜表 5-6）として提示する。表 5-4〜表 5-6 において使用する記号・図の

定義は、以下の表 5-3 の通りである。なお、各品目の詳細な推定係数表については補論に掲載

する。 

 

表 5-3 推定結果の要約に用いた記号・図の定義 

 

出典：筆者作成 
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5.2.1 野菜（Vegetables） 

野菜品目（24品目）に関する品目別推定結果（表 5-4）からは、前節のカテゴリー別分析で

示された「降水量の影響は限定的であり、気温の影響が支配的である」という傾向が、個別の

品目レベルでも概ね裏付けられた。降水量については、ジャガイモ、タマネギ、レタス、キュ

ウリなど多くの主要品目で統計的な有意性が確認されなかった。これは、野菜の輸出向け生産

において灌漑設備の利用が一般的であり、自然降水の多寡が直接的な生産制約になりにくいた

めと考えられる。一方、気温については、多くの品目で有意な影響が観測され、気候帯によっ

て輸出の反応が大きく異なる「適地の偏在と変容」が明らかとなった。  

 

表 5-4 野菜品目における推定結果要約 

 

出典：推計結果に基づき筆者作成 

 

5.2.1.1 乾燥帯における輸出ポテンシャルの拡大 

今回の分析で最も顕著な傾向は、乾燥帯において気温上昇が輸出拡大に寄与する（係数が

正、または増加局面にある）品目が極めて多い点である。具体的には、トマト、ジャガイモ、

ニンジン、レタス、ホウレンソウ、エンドウ豆など、多岐にわたる品目で乾燥帯における気温

変数が正の影響を示した。一般に乾燥帯は日射量が豊富で光合成に有利である反面、水不足や

夜間の冷え込みが制約となりやすい。本分析の結果は、気温上昇（特に最低気温の上昇による

冷え込みの緩和）が、こうした低温ストレスを解消し、豊富な日射量と相まって作物の生育を

強力に促進させることで、輸出拠点としての競争力を高めている可能性を示唆している。 
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5.2.1.2 気候区分を越えた「産地適性のシフト」   

品目ごとの詳細な結果を確認すると、従来の栽培適地とされてきた地域から、異なる気候帯

へと輸出における比較優位が移行している可能性が示唆される。 

第一に、「温暖作物の寒冷地への北上」と解釈し得る傾向が観察される。本来は温暖な気候

を好むスイートコーンや、地中海性気候を代表するオリーブについて、寒帯や亜寒帯において

気温上昇と輸出増との正の関連が観察されている。また、ニンニクやアスパラガスについて

も、寒帯において同様に正の影響が示唆される。これらの結果は、温暖化に伴って高緯度地域

の熱量制約が緩和され、当該品目の栽培や輸出が可能となりつつある、あるいは商業的に成立

し得る条件が整いつつある可能性と整合的である。 

第二に、「冷涼作物の既存産地におけるリスクの顕在化」と解釈される動きも示唆される。

レタス・チコリ、ニンジン・カブ、ホウレンソウといった冷涼な気候を好む葉根菜類について

は、熱帯において負の影響が示されるだけでなく、従来は適地と考えられてきた亜寒帯や寒帯

の一部においても、負の影響、もしくは輸出の伸び悩みと整合的な結果が得られている。これ

らは、熱帯においては既に高温ストレスの限界に近づいている可能性があることに加え、高緯

度地域においても、温暖化に伴う病害虫分布の変化や、融雪・降雨パターンの変化などが、高

品質な野菜の安定的な生産・輸出を難しくしている可能性を示唆する。 

以上は、カテゴリー別分析で観察された「亜寒帯・寒帯で負が目立つ」という傾向を、品目

間の適応可能性の差として具体化する結果である。 

 

5.2.1.3 気象ショックに対する頑健性 

キュウリやインゲン豆については、気温上昇による影響がほとんどの気候帯で非有意であっ

た。これらの品目については、施設栽培の比率が高い、あるいは環境適応性の高い品種が普及

していることなどが要因となり、気候変動の影響が緩和されている可能性がある。したがっ

て、安定した輸出を維持しうる「頑健な品目」として位置づけることが可能であろう。 

 

5.2.1.4 野菜品目における「勝者」と「敗者」 

以上の分析に基づき、野菜貿易における気候変動の影響を「勝ち組」と「負け組」という視

点で整理すると、次のような構図が示唆される。 

相対的に「勝ち組」として分類しうるのが、乾燥帯におけるトマト、ジャガイモ、タマネギ

などの根菜・果菜類である。これらは灌漑による水分確保を前提としつつ、豊富な日射量と温

暖化による熱量増加の恩恵を享受し、輸出における比較優位を高めている可能性が高い。ま

た、スイートコーンやオリーブのように、本来の産地よりも高緯度の地域（亜寒帯・寒帯）へ

適応し、新たな輸出機会を獲得している品目も「適地シフトの勝ち組」と捉えることができる

だろう。さらに、キュウリのように気象変数に対して統計的に明確な反応が確認されない品目
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は、施設栽培等の技術によって生産環境が調整され、気象条件から相対的に切り離されている

可能性があり、いわば「技術的に頑健な勝ち組」と解釈する余地がある。 

対照的に、「負け組」となるリスクが懸念されるのが、レタス、ホウレンソウ、キャベツな

どの葉茎菜類である。これらは冷涼な気候を好む性質が強く、熱帯での高温ストレスはもちろ

んのこと、本来の適地であるはずの亜寒帯や寒帯においてさえ、温暖化が生育適温の上限を超

えつつある可能性がうかがえる。鮮度保持が難しく、高温による品質劣化が激しいこれらの品

目は、気候変動下において脆弱性が高いカテゴリーとなる恐れがある。 

 

5.2.2 果物（Fruits） 

果物品目（27品目）に関する品目別推定結果（表 5-5）は、野菜とは対照的な「水資源への

依存度の高さ」と、永年性作物特有の「気候リスクの複雑さ」を浮き彫りにしている。 

 

表 5-5 果物品目における推定結果要約 

 

出典：推計結果に基づき筆者作成 

 

まず、降水量については、ナッツ類、アボカド、ブドウ、リンゴなど、多くの主要品目にお

いて乾燥帯や温帯で正の影響や、増加局面（U字の右側等）が確認された。これは、果樹栽培が

樹体維持や果実肥大のために安定的な水分供給を必要とすることを反映している。特に乾燥帯

においては、灌漑による水分供給を前提としつつも、追加的な降水が塩類集積の緩和や土壌水

分の保持を通じて、生産・輸出にプラスに働いていると考えられる。逆に、熱帯における多く

の品目（ココナッツ、マンゴー等）では降水量が負の影響を示しており、過剰な湿潤が病害多

発や品質低下（糖度不足）を招くというリスクも同時に確認された。 
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5.2.2.1 乾燥帯における輸出拠点の形成 

野菜と同様に、乾燥帯において気温上昇が輸出拡大に寄与する（係数が正、または増加局

面）品目が多く見られる点は注目に値する。具体的には、バナナ、メロン、ブドウ、イチゴ、

桃などが、乾燥帯において気温上昇と親和性が高い傾向にある。これは、豊富な日射量と乾燥

した空気が、病害抑制や高糖度化に寄与し、輸出競争力のある高品質な果実生産を支えている

背景があると考えられる。気候変動下において、水資源さえ確保できれば、乾燥帯が果物輸出

の有望な供給地となりうる可能性が示唆される。 

 

5.2.2.2 気候区分を越えた「産地適性のシフト」と「冬の寒さ」の問題 

品目別の分析結果からは、温暖化が果樹の栽培適地を変容させつつある可能性が示唆され

る。第一に、「温暖果樹の寒冷地への拡大」の可能性である。本来は温暖な気候を好むマンダ

リンやオレンジといった柑橘類、あるいは柿などが、寒帯や亜寒帯において気温上昇に伴う輸

出増の傾向を示した。この結果は、温暖化により冬期の凍害リスクが低下し、経済栽培が可能

な北限（または標高限界）が拡大している可能性を示唆している。第二に、「冷涼果樹におけ

る適温超過と低温要求量の不足」という側面である。ブドウ、スモモ、ベリー類といった温帯

～亜寒帯を主産地とする果樹において、寒帯や亜寒帯といった冷涼な地域でさえ、気温上昇が

輸出に対して負の影響を示すケースが観察された。この背景には、単なる「暑さ（高温障

害）」だけでなく、落葉果樹特有の「低温要求量」の問題が関与していることが考えられる。

これらの果樹は、正常な開花・結実のために冬期に一定期間の低温に晒される必要があるた

め、温暖化による冬期の気温上昇が、発芽不良や不揃いを招き、生産減少のリスク要因となっ

ている可能性がある。本来の適地である寒冷地でも負の影響が見られる点は、こうした生理的

な制約が顕在化しつつある可能性とも整合的である。 

以上は、カテゴリー別分析において寒帯で正の関連が観察される傾向が見られた一方で、品

目別には「北上による機会」と「低温条件の制約」という二面性が併存しうることを示唆する

ものである。 

 

5.2.2.3 気象ショックに対する頑健性 

レモン・ライムについては、気温変数の多くが非有意であり、気候変動に対して極めて頑健

な輸出動向を示している。これは、産地が多様であることに加え、果汁や加工品としての流通

割合が高く、生鮮品特有の品質劣化リスクが相対的に低いこと、また灌漑管理が徹底されてい

ることが要因として考えられる。 
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5.2.2.4 果物品目における「勝者」と「敗者」  

果物貿易における気候変動の影響は、水資源の利用可能性や樹体の生理的な温度要求といっ

た要因によって、その現れ方が異なる傾向にある。分析結果を踏まえると、これらの条件の違

いが、品目ごとの輸出パフォーマンスの差として反映されている可能性が示唆される。相対的

な「勝ち組」と位置づけられるのは、乾燥帯環境への適応性を有するブドウ、メロン、イチゴ

などである。これらの果実については、乾燥した気候下における灌漑栽培において、気温上昇

が糖度や品質の向上と整合的な影響をもたらし、結果として輸出拡大に寄与している可能性が

考えられる。また、マンダリンや柿のように、温暖化に伴って寒冷地での凍害リスクが低下す

ることで、栽培可能地域の北上と輸出増が同時に観察されている品目も、気候変動の正の影響

を相対的に受けているカテゴリーに含めることができる。さらに、レモン・ライムについて

は、他の果樹と比べて気候感応度が低く、幅広い地域において比較的安定した供給を維持して

いる傾向がみられることから、「頑健な勝ち組」としての特性を示していると解釈することが

可能である。 

一方で、「負け組」となるリスクが相対的に高いと考えられるのが、リンゴ、サクランボ、

西洋ナシといった伝統的な冷涼果樹である。これらの品目については、亜寒帯などの主要産地

において、気温上昇が負の影響と整合的な結果（逆 U字型関係の右側）を示しており、高温障

害に加えて、冬期に必要とされる低温要求量が十分に満たされないことによる生理的制約が顕

在化しつつある可能性が示唆される。また、マンゴーなどの熱帯果樹においても、最高気温の

上昇と降水量の増加が同時に生じることによる複合的な環境ストレスの影響を受け、既存産地

における相対的な競争力が低下している可能性が否定できない。 

 

5.2.3 穀物（Cereals） 

穀物品目（10品目）に関する品目別推定結果（表 5-6）は、穀物貿易が「水資源条件（降水

量）」と「熱量条件（気温）」の双方に対して、品目・気候帯ごとに多様な反応パターンを示

す可能性を示唆している。まず、降水量については、気候帯による「正負の逆転」が見られ

る。小麦、オーツ麦、コメなどが、乾燥帯において降水量の正の影響を示した。これは、広大

な乾燥地・半乾燥地で栽培されるこれらの穀物にとって、水不足が生産制約となりやすく、降

水量の増加が輸出余力の増大と結びつく可能性があることを示唆している。対照的に、熱帯に

おいては、トウモロコシ、コメ、ミレットなどで降水量が負の影響を示した。熱帯の多雨環境

における追加的な降水は、湿害や収穫後の乾燥阻害、カビ毒リスクの増大を招き、品質および

輸出競争力を低下させる要因として作用していると解釈できる。さらに、ソバのように複数の

気候帯で降水量が負の影響を示す品目も見られ、穀物カテゴリー内でも降水ショックへの感応

度が一様ではない可能性が示唆される。 
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表 5-6 穀物品目における推定結果要約 

 

出典：推計結果に基づき筆者作成 

 

5.2.3.1 主要穀物における「適地の北上」と寒帯の逆説 

気温に関する結果として特に注目されるのは、世界的な主食作物である小麦やトウモロコシ

において、生産・輸出にとって有利な地域が、亜寒帯方向へと移行している可能性が示唆され

る点である。地理的な気候区分は一般に、低緯度から順に「熱帯→乾燥帯→温帯→亜寒帯→寒

帯」と整理される。本分析では、従来の主要産地を含む温帯において、小麦をはじめとする一

部の穀物で負の影響（輸出減）を示しており、温暖化が生育適温の上限に近づいている可能性

と整合的な結果となっている。 

一方で、温帯よりも高緯度に位置する亜寒帯においては、小麦やトウモロコシ（一部ではオ

ーツ麦やソルガムなども）が相対的に正の影響を示している。これらの結果は、温暖化に伴っ

て亜寒帯における熱量制約が緩和され、穀物生産にとっての条件が改善している可能性を示唆

するものであり、生産適地が高緯度側へと拡張しているという見方と整合的である。 

しかしながら、さらに高緯度に位置する寒帯では、小麦やトウモロコシについて再び負の影

響が観察されている。本来、最も寒冷な地域ほど温暖化による耕作可能地の拡大が期待される

ものの、本分析の結果からは、そのような単純な関係は必ずしも確認されていない。寒帯にお

いては、融雪時期の変化、土壌環境の不安定化（永久凍土の融解など）、あるいは極地特有の

日照条件と気温上昇との不整合といった要因が存在し、気温上昇のみでは生産条件の改善につ

ながりにくい可能性が考えられる。 

以上を踏まえると、穀物の生産適地は一様に高緯度へ移動しているというよりも、温帯から

亜寒帯にかけての特定の地域帯において相対的に有利性が高まっている可能性が示唆される一

方で、その北限に位置する寒帯では依然として環境制約が大きいという、より複雑な構造が存

在していると解釈することができる。 

 

5.2.3.2 気象ショックに対する頑健性 

品目別の特性として、大麦の特異な頑健性が挙げられる。大麦は、気温・降水量のほとんど

のモデルで非有意となり、気象条件の変化が貿易額に統計的な影響を与えていないケースが多
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い。これは、大麦が環境適応性に優れた作物であることに加え、飼料用・醸造用として世界中

に産地が分散しており、局所的な気象ショックが貿易全体に波及しにくい構造にあるためと考

えられる。 

 

5.2.3.3 穀物品目における「勝者」と「敗者」 

穀物貿易における相対的な優位性の分布は、気候変動に伴う生産適地の移動を通じて比較優

位の構造が変化している可能性を示唆している。とりわけ本分析では、品目差というよりも、

主産地が位置する気候帯の違いによって、温暖化の影響が「追い風」になりうる地域と「制

約」となりうる地域が分かれる傾向が観察された。まず相対的に「勝ち組」と位置づけうるの

は、亜寒帯である。亜寒帯では、気温上昇に伴う熱量制約の緩和が生産条件の改善と結びつき

やすく、小麦やトウモロコシといった主要穀物で、輸出の拡大と整合的な動きが観察される。

これは、生産フロンティアの高緯度方向への拡張が、少なくとも亜寒帯において穀物輸出の比

較優位を強めうることを示唆している。 

一方で相対的に「負け組」となりうるのは、寒帯および温帯の一部である。温帯では、既存

の主要産地において高温ストレスが生産条件を圧迫し、貿易パフォーマンスに下押し圧力を与

える可能性がある。また寒帯では、気温上昇が必ずしも生産・輸出拡大に直結しない傾向が見

られ、日照サイクルとの不整合や土壌環境の不安定性といった要因が、生産拡大を制約してい

る可能性がある。これらは、生産フロンティアの北上には一定の限界、いわば「北上の壁」が

存在しうることを示唆する。 

ただし熱帯および乾燥帯については、カテゴリー別分析ではそれぞれ正・負の効果が目立つ

局面が見られた一方で、穀物を品目別に見ると推定される効果は正負に分かれており、一様に

「勝ち / 負け」と整理できない可能性がある。なお、穀物の中でも大麦は比較的広い環境条件

に適応しやすく、気候変動に伴うショックの影響を受けにくい傾向が見られる。この点から、

大麦は特定地域に依存しにくい「頑健な品目」として、供給ショックを緩衝する役割を果たし

うる可能性がある。 

 

5.2.4 コントロール変数に関する推定結果の解釈 

最後に、コントロール変数の推定結果から読み取れる、農作物貿易に特有と考えられる構造

的な特徴について検討する。 

第一に、輸出国 GDPが貿易額に対して負の影響を示すケースについて考察する。標準的な重

力モデルでは、GDPは経済規模を表す指標として貿易量と正の相関を持つことが一般的である。

しかし、本分析の結果からは、農作物貿易においては必ずしもこの関係が一様に成立していな

い可能性が示唆される。この背景としては、経済発展に伴う産業構造の変化が影響している可

能性が考えられる。例えば、「ペティ＝クラークの法則」が示すように、経済発展の進展とと
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もに一国の産業構成は第一次産業から第二次、第三次産業へとシフトし、労働や資本といった

生産要素が農業部門から相対的に縮小する傾向が指摘されている。このとき、農業部門に投入

される生産要素が減少すれば、農業生産における相対的な機会費用が上昇し、結果として農業

部門の比較優位が弱まる可能性がある。また、所得水準の上昇は国内における食料消費の量

的・質的な拡大をもたらすため、生産された農作物が国内需要に優先的に向けられ、結果とし

て輸出余力が低下する可能性も否定できない。こうした点を踏まえると、本分析で観察された

輸出国 GDP の負の係数は、経済発展に伴って農業部門の比較優位が相対的に低下し、同時に国

内需要が拡大していく過程を反映した結果と解釈することができる。このような傾向は、工業

製品を主対象とした一般的な貿易分析とは異なる、農作物貿易に特有の構造的特徴を示唆して

いる可能性がある。 

第二に、輸入国 GDPの係数について、品目間で差異が確認された点である。特に果物カテゴ

リーでは、他の品目と比較して輸入国 GDP の係数が相対的に大きく、正に作用する傾向が観察

された。これは、穀物などの必需的な主食と比べて、果物が嗜好品的な性格をより強く有して

いることと整合的である。すなわち、所得水準の上昇に伴い、食生活の多様化や高付加価値な

果実、輸入果実への需要が拡大しやすいという、比較的高い所得弾力性が推定結果に反映され

ている可能性がある。 

第三に、FTA や関税といった政策変数については、全体分析およびカテゴリー別分析（5.1

節）で得られた結果と概ね整合的な傾向が確認された。具体的には、協定締結の効果は限定的

であり、関税変数の有意性も品目によって異なっている。これらの結果は、多くの通商協定に

おいて農業分野が依然として「センシティブ分野」として位置づけられ、自由化の例外が設け

られている実態や、関税よりも衛生植物検疫（SPS）措置などの非関税障壁が貿易制約として重

要な役割を果たしている可能性を示唆するものと解釈できる。
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第 6 章 結論 

本章では、本研究を通じて得られた主要な知見を総括し、論文全体の結論を提示する。第 5

章で明らかになった「適地の地理的シフト」や「環境制約の厳格化」といった実証結果に基づ

き、将来の食料安全保障や気候変動適応策に対する政策的含意を論じる。最後に、生産データ

の制約など本研究に残された課題を整理し、今後の研究の展望を示すことで本論文を締めくく

る。 

 

6.1 本研究の総括  

本研究は、1988～2023 年の二国間貿易データを用い、農作物貿易に対する気象要因（気温・

降水量）の影響を、重力モデルの枠組みの中で検証した。推定には PPML を用い、年固定効果お

よび国ペア固定効果を導入することで、共通ショックや時不変の二国間要因を可能な限り厳格

に統制した。分析にあたっては、気象変数（平均・最低・最高気温、降水量）の非線形性を考

慮するとともに、気候帯（熱帯・乾燥帯・温帯・亜寒帯・寒帯）ごとの異質性を明示的に捉え

ることで、気候変動の影響が地理的・品目的にどのように現れているのかを検討した。 

本研究を通じて得られた主要な知見は、気候変動が農作物輸出に及ぼす影響は一様ではな

く、品目の生物学的特性と地域の気候条件の組み合わせによって、輸出パフォーマンスにおい

て相対的な優位・劣位が分かれる傾向が観察される点である。本稿では説明の便宜上、これら

の相対的に有利・不利な位置づけを「勝ち組」「負け組」と表現してきたが、これはあくまで

本分析の枠組みと期間における相対的な結果を指すものであり、将来を決定づける確定的な分

類を意味するものではない。 

第一に、相対的に「勝ち組」となり得る地域として、乾燥帯および亜寒帯の台頭が示唆され

る。乾燥帯では気温上昇が貿易額に対して正の影響を示すケースが複数確認された。これは、

水資源が一定程度確保される条件下において、温暖化に伴う夜間冷え込みの緩和や積算温度の

増加が、野菜や果物の生育や品質にとって相対的に有利な環境を形成している可能性を示唆す

るものである。また、亜寒帯においては、小麦やトウモロコシといった主要穀物で輸出を押し

上げる方向の推定結果が得られており、生産フロンティアの高緯度側への拡張が比較優位の変

化として表れている可能性が示された。また、「勝ち組」になり得る品目として、寒冷地での

生産可能性が広がりつつある作物、および気象ショックに対して頑健な作物が挙げられる。前

者として、スイートコーンやオリーブ、柑橘類（マンダリン・オレンジ）などは、亜寒帯・寒

帯において輸出を押し上げる方向の推定結果が得られており、「適地シフト」の恩恵を受けう

る品目群として位置づけられる。後者として、キュウリ、レモン・ライム、大麦など、気象変

数の影響が統計的に明確に検出されない品目が確認された。これらは、施設栽培、産地の地理
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的分散、加工需要の存在といった要因により、気候ショックの影響が表れにくい構造を持って

いる可能性がある。 

第二に、相対的に「負け組」となり得る地域として、寒帯および熱帯が挙げられる。特に寒

帯については、最も高緯度に位置するにもかかわらず、温暖化の正の効果が一貫して観察され

るわけではない点が注目される。野菜や穀物の分析では、逆 U字型関係の減少局面や負の影響

と整合的な結果が一部で確認された。これらは、融雪時期の変動、生態系や土壌環境の不安定

化、あるいは冷涼作物における生理的適温の超過といった要因が影響している可能性を示唆し

ており、「寒冷地ほど温暖化の恩恵を受ける」という単純な図式が成立しない限界領域が存在

する可能性を示している。また熱帯においては、過剰降水による湿害リスクや最高気温の上昇

による過熱ストレスが、野菜や果物の生産・輸出条件を制約している可能性が示唆された。こ

れらの結果は、気候変動が既存の生産環境において、輸出競争力を下押しする方向に作用する

場合があることを示すものと解釈できる。また、「負け組」になり得る品目としては、極端気

候帯で適温超過リスクが表れやすい作物、および生理的制約（低温要求量など）を持つ果樹が

挙げられる。野菜では、レタス・チコリ、ニンジン・カブ、ホウレンソウといった冷涼な気候

を好む葉根菜類において、熱帯だけでなく亜寒帯・寒帯の一部でも不利な推定結果が得られて

おり、温暖化が既存産地の優位性を弱めうる可能性が示された。果物では、ブドウ、スモモ、

ベリー類などの落葉果樹において、寒冷地で負の影響が示されるケースがあり、暑さだけでな

く「低温要求量の不足」が制約となる可能性が示唆された。穀物では、熱帯のコメやトウモロ

コシ、ならびに寒帯の主要穀物において負の影響が見られるなど、地域によっては温暖化が生

産・輸出条件の制約として作用する局面が見られた。 

第三に、本研究は「水」と「熱」に対する感応度の非対称性という重要な特徴を示した。カ

テゴリー別の比較から、野菜は降水量の変動については灌漑技術などによって一定程度対応可

能である一方、気温上昇という熱ストレスに対しては相対的に脆弱である傾向が示された。こ

れに対し、果物や穀物では、乾燥帯や温帯を中心に水資源の制約が生産・輸出に大きく影響し

ており、水と熱の双方を考慮した複合的なリスク管理の重要性が示唆される。 

以上を総合すると、農作物貿易における気候変動の影響は、一様な負のショックとして捉え

るよりも、地域・品目間で比較優位の強弱を変化させる「構造的な再編圧力」として理解する

ことが有益であると考えられる。乾燥帯や亜寒帯における生産・輸出条件の相対的改善と、寒

帯や熱帯における環境制約の顕在化が同時並行的に進行するという動態は、将来の農作物貿易

において比較優位の地理的再配分が進み得ることを示唆している。もっとも、本研究の結果

は、データやモデル設定、気象変数の集約方法など、いくつかの制約の下で得られたものであ

り、因果関係を断定するものではない。したがって、「勝ち組」「負け組」という整理も、あ

くまで現時点で観察される比較優位の変化の方向性を便宜的に表現した分析的概念にとどま

る。しかしながら、技術的対応が可能な「水（降水）」と、生理的制約として回避が難しい
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「熱（気温）」との非対称性が、将来の食料安全保障や農作物貿易パターンを左右する重要な

分岐点となり得ることを、本研究は示唆している。  

 

6.2 政策的含意 

本研究の結果は、農作物貿易と気候変動に関する政策を、従来の「農業支援」という枠組み

にとどめるのではなく、「気候変動下における食料安全保障」を支える戦略的基盤として再検

討する必要性を示唆している。特に、乾燥帯や亜寒帯における生産・輸出の相対的な優位性が

高まる可能性や、寒帯・熱帯において生産リスクが顕在化しつつある点は、「地域間の相殺効

果により、気候変動の影響は全体として限定的である」とする従来の見方を再考する余地があ

ることを示している。以下では、本研究の分析結果から導かれる政策的含意について、五つの

視点から整理する。 

第一に、「乾燥帯への依存リスク」と持続可能な水資源管理である。本研究の分析では、乾

燥帯において気温上昇が輸出増と整合的な関係を示すケースが多く観察され、相対的に「勝ち

組」となり得る地域として位置づけられた。これは将来的に、米国西部、オーストラリア、地

中海沿岸、中央アジアといった乾燥・半乾燥地域への依存度が高まる可能性を示唆する。しか

し、このような動きは灌漑用水の安定的確保を前提としており、過度な依存は地下水枯渇や塩

害といった不可逆的な資源制約を招く恐れがある。したがって、国際的な食料安全保障の観点

からは、乾燥帯における節水型灌漑技術の普及や水資源のモニタリング体制の強化が、重要な

政策課題となる可能性がある。 

第二に、「単純な適地北上説」の再検討と寒冷地における生産性向上支援である。一般に、

「温暖化が進めば寒冷地が新たな主要生産地となる」という見方が存在するが、本研究の結果

は、寒帯においても既に高温障害などのリスクが生じている可能性を示している。これは、既

存産地が打撃を受けた場合の代替地として期待される高緯度地域の潜在力が、必ずしも自動的

に顕在化するわけではないことを意味する。したがって、高緯度地域では、気温上昇を待つ受

動的な対応ではなく、融雪時期の変化や病害虫リスクに対応した育種、土壌改良、インフラ整

備といった能動的な投資を通じて、生産能力を引き出す政策的支援が重要になると考えられ

る。 

第三に、「頑健型勝ち組品目」および「適地シフト型勝ち組品目」を活用した戦略的備蓄と

リスク分散である。本研究において、気象ショックの影響を相対的に受けにくいと考えられる

品目（キュウリ、レモン・ライム、大麦など）は、気候変動下における食料供給の安定性を補

完する役割を果たし得る可能性がある。加えて、果物や野菜の一部の品目（スイートコーン、

オリーブ、柑橘類など）では、気温上昇が亜寒帯・寒帯といった高緯度地域における輸出を押

し上げる方向の推定結果が得られており、「適地シフト型」の供給源として将来的に重要性が

高まる可能性がある。主要穀物に依存した従来の食料安全保障戦略に加え、こうした「頑健
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型」と「適地シフト型」の品目群を補完的に活用し、生産・流通の多様化を図ることは、供給

ショックに対するレジリエンス向上に資する可能性がある。 

第四に、熱帯における「敗者リスク」への対応としての技術移転と貧困対策である。本研究

の結果は、熱帯において過湿や高温が農作物輸出に負の影響を与える可能性を示唆しており、

多くの開発途上国が輸出収入の減少と国内供給の不安定化という二重のリスクに直面する可能

性がある。こうした状況は、栄養不足の深刻化や社会的不安定化につながる恐れもある。先進

国や国際機関による、耐暑性・耐病性品種の開発支援や、ポストハーベストロス削減のための

コールドチェーン整備への技術的・資金的支援は、当該地域の適応能力を高めるとともに、将

来的な貿易関係の安定化にも寄与する可能性がある。 

第五に、「貿易の分断」を回避するための通商ルールの再検討である。気候変動により生産

適地が偏在化する中で、国際貿易は地域間の需給不均衡を調整する重要な役割を担うと考えら

れる。一方で、本研究の分析では、FTA の効果が品目によって限定的であることも示唆された。

食料安全保障の観点からは、関税削減に加えて、不作時の輸出規制の抑制や、衛生植物検疫

（SPS）措置の迅速化・調和といった非関税障壁への対応を含む、危機時の貿易円滑化ルールの

整備が検討されるべきであろう。気候ショック下で保護主義的措置が強まった場合、本研究で

相対的に「負け組」とされた地域・品目が供給制約に直面するリスクが高まる可能性があるた

めである。 

 

6.3 本研究の限界と今後の課題 

最後に、本研究の限界と今後の課題を整理する。 

第一に、本研究の最大の課題は、生産量データを直接用いていないことにより、気候変動が

貿易に波及する経路が必ずしも明確でない点である。本研究では輸出額を被説明変数としてい

るが、気候変動が貿易に影響を及ぼすプロセスには、「生産量の変化」と「国内需給調整を通

じた輸出余力の変化」という二段階の経路が存在する。本分析では生産量そのものを扱ってい

ないため、推定された気候影響が、単収変動による供給ショックを反映したものなのか、ある

いは国内価格上昇に伴う輸出抑制によるものなのかを識別できていない。今後は、生産データ

と貿易データを接合し、気候ショックが生産および輸出にそれぞれどの程度影響を及ぼすのか

を分解して分析することが最優先の課題である。  

第二に、需要側（輸入国側）の気候要因との相互作用である。本研究は供給側（輸出国）の

ショックに焦点を当てたが、気候変動は輸入国の国内生産にも影響を与え、それが輸入需要を

変動させる。輸出国・輸入国双方の気候ショックが同時に発生した場合（世界的な同時不作な

ど）、貿易フローがどのように変化するかを分析するには、需給双方の気象変数を包括的に扱

うモデルへの拡張が必要となる。 
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第三に、気候変動への「適応策」がモデル上で明示的に捉えられていない点である。分析結

果では、乾燥帯での輸出増などポジティブな影響も確認されたが、これが「気候そのものの恩

恵」なのか、それとも「灌漑整備や品種改良といった技術的介入の結果」なのかを統計的に分

離できていない。固定効果では吸収しきれない動的な適応行動（灌漑投資や耐性品種の普及な

ど）を考慮できないため、本来は脆弱な地域が適応策によって輸出を維持している場合、気候

リスクを過小評価してしまう恐れがある。 

第四に、因果解釈の厳密化と内生性の問題である。気候ショックは、生産だけでなく政策対

応（輸出規制、関税変更、緊急輸入）を同時に誘発する可能性がある。本研究ではこれらを統

制しようと試みているが、気象変数が政策変数を通じて間接的に貿易に影響する経路が残存し

ており、純粋な「環境制約」としての影響を抽出できているかには議論の余地がある。今後は

外生的気象ショック指標（異常気象・極端現象）の活用や、操作変数法等の導入により、因果

推論を強化する必要がある。 

第五に、気象変数の拡張と精緻化である。本研究は平均的な気温・降水量に焦点を当てた

が、農業生産の実態は、生育ステージごとの「極端現象（熱波、干ばつ、集中豪雨）」や「日

射量」「湿度」に強く依存する。特に熱帯の過湿影響や寒帯の高温ストレスをより具体的に捉

えるには、年平均データではなく、生育期に限定した気候指標や、極端気象指数の導入が有効

である。 

第六に、非関税障壁および物流要因の統合である。特に果物や生鮮野菜の分析において、FTA

の効果が限定的であったことは、関税以上に SPS 措置、残留農薬基準、検査体制といった非関

税障壁や、コールドチェーン、輸送日数といった物流制約が貿易を支配している可能性を示唆

する。気候変動は作物の品質や鮮度劣化を通じてこれらの障壁（検疫不合格や廃棄ロス）を顕

在化させるため、将来的には物流パフォーマンス指標や非関税措置データをモデルに導入し、

「気候→品質・鮮度→物流・検疫制約→貿易」という波及経路をより明確にすることが望まれ

る。 

最後に、分析対象国の地理的構成に関する点を挙げる。本研究のデータセットにおいて乾燥

帯、温帯および亜寒帯の国々が大半を占めているのは、現在の世界の主要な農作物輸出拠点が

同地域に集中しているという実態を反映したものである。一方で、熱帯や寒帯については、主

要な輸出国としての数が限られる、あるいは農業生産活動自体が限定的であるため、構造的に

サンプル数が少なくなる傾向にある。したがって、本研究で示されたこれらの地域における傾

向（熱帯の「敗者」としてのリスクや、寒帯の「北上の限界」）は重要な示唆を与えるもので

あるものの、その頑健性を検証するためには、将来的に各地域の生産実態に即したより詳細な

データ蓄積が待たれる。 

以上の限界、とりわけ生産データの欠如および適応策を明示的に捉えられていない点といっ

た課題を残しているものの、本研究は、重力モデルと気候帯別の分析枠組みを用いることで、
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農作物貿易に対する気候変動の影響が一律ではなく、気候帯によって影響の方向や強さが異な

るとともに、「熱」と「水」に対する感応度が品目ごとにも大きく異なることを示した。この

知見は、気候変動下における農作物貿易の構造を理解する上での基礎的な足がかりを提供する

ものである。今後は、本研究で明らかになったこれらの課題を自らの研究において克服すべ

く、生産データや適応行動、物流制約、需要側要因を統合的に扱う分析枠組みへと発展させ、

気候変動下における持続可能な食料貿易システムの設計に実証的に貢献することを目指した

い。
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補論  

本補論では、第 5章第 2節（品目別分析）で要約して示した 61品目の PPML 推定結果の詳細

を掲載する。 

表 A-1 は、野菜カテゴリーに属する 24品目の推定結果を示している。制御変数として、輸出

入国の GDP、人口、FTA ダミー、および加重平均関税率を含んでいる。気象変数は、熱帯、乾燥

帯、温帯、亜寒帯、寒帯の 5つの気候帯区分ごとに、平均気温、平均最低気温、平均最高気

温、降水量の係数を推計したものである。なお、空欄の箇所は、モデルに含まれていないとい

うことを示す。 

表 A-2 は、果物カテゴリーに属する 27品目の推定結果を示している。果物は野菜と比較して

永年性作物の割合が高く、気象ショックに対する反応が異なる傾向にある。ドリアンの一部の

モデルにおいては、ゼロ貿易の割合が極めて高い、あるいはデータの変動が極端に少ない等の

理由により、尤度関数が収束せず推定値が得られなかった。これらの箇所については「収束せ

ず」として扱っている。 

表 A-3 は、穀物カテゴリーに属する 10品目の推定結果を示している。主要穀物（小麦、トウ

モロコシ、コメ等）およびその他の雑穀類について、同様の仕様で推計を行った結果である。

穀物は他のカテゴリーと比較して栽培面積が広く、特定の気候帯（特に乾燥帯や温帯）への集

中度が高いため、一部の極端な気候帯（寒帯等）における係数の解釈には、その地域の生産シ

ェアの低さを考慮する必要がある。  
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表 A-1 野菜品目（24 品目）における重力モデル推定結果 
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表 A-2 果物品目（27 品目）における重力モデル推定結果
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表 A-3 穀物品目（10 品目）における重力モデル推定結果 
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